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第１ はじめに 

本件婚姻届が受理されるべきことを基礎付ける社会的事実が存在すること

について、申立書において概要を述べたが、本準備書面では詳細について説

明し、さらに追加の事実を摘示する。 

その概要は次のとおりである。 

１ まず、「第２」では、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性

に関する国民の理解の増進に関する法律につき、最高裁令和５年１０月２５

日大法廷決定で述べられた点からすれば、同法制定の事実は本件婚姻届を受

理するうえで重要な考慮要素であることを指摘する。 

２ 次に、「第３」では、中央省庁の取り組みとして、法務省、厚生労働省の

職場におけるダイバーシティ推進事業等について整理した上、各省庁が近

年、性的マイノリティに関して取り組みを加速させていること等を指摘す

る。 

３ 「第４」では、政党の取り組みとして、例えば令和６年２月、同性婚違憲

判断を受け、自民党内で民法改正に向けた議論が始まったこと等、消極的だ

ったとみなされてきた自民党にも積極的に姿勢が窺われたことと、このよう

に多数の国会議員・政党が、同性婚が法的に認められるべきと発言している

ことを整理する。 

４ 「第５」では、地方公共団体の取り組みとして、性の多様性に関する条例

の制定や、パートナーシップ制度・ファミリーシップ制度の広がり等があ

り、自治体の制度であることの限界・制約は存するものの、地方公共団体の

取り込みは、非常に積極的なものと高く評価できること、そして、このよう

な地方公共団体の取り組みは、市民から広く支持され受けられており、目立

った反対意見や社会的混乱は起きていないことを指摘する。 
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５ 「第６」では、企業の取り組みとして、経団連等の積極的活動の内容や、

同性婚法制化賛同企業を可視化するキャンペーンに対する有名企業による多

数の賛同があることを紹介する。 

６ 「第７」では、憲法学説の最新の状況について、憲法１３条、２４条、１

４条の各関連で、整理する。例えば、駒村圭吾教授は、「適切な婚姻制度を

求める権利」を引き出すことができると述べる。そして、現行の家族法制

は、「適切な婚姻制度を求める権利」を同性カップルに対して否定してお

り、法の下の平等に違反することにもなるとする。このように、申立人の請

求を認めるべき方向での議論が盛んであることを明らかにする。 

７ 「第８」では、学術団体・大学・福祉系団体の取り組みについて述べる。

例えば、地元の東北大学が令和５年３月、「みんなが主役 多様な性に関す

るガイドライン」を策定し、「性別、性的指向及び性自認に関わる人権侵害

の防止」を明確に宣言しているが、私立・国立を問わず、多くの大学におい

て、多様な性を尊重する重要性を述べ、そのための環境の実現に各々が努め

ている状況である。東北大学の基本理念にあるように、多様な性に関する認

識が広がっているのであり、そのなかで、今まさに適正な対応が求められて

いることを指摘する。 

８ 「第９」では、弁護士会・司法書士会の取り組みを紹介する。国会が具体

的な議論や法改正に着手することなく漫然と重大な人権侵害を続けている状

況からすれば、まさに司法による解決が必要である。このような認識の下

で、日弁連及び国内の多数の弁護士会、そして司法書士会が、会長声明等を

用いて法律上同性同士の婚姻を認めていない現状が重大な人権侵害であると

の指摘を続けている。 

９ 「第１０」では、市民レベルでの取り組みにふれる。秋田プライドマー

チ、みやぎにじいろパレード、仙台でのシンポジウムといったように、東北

でも、多くのイベントが開催されている。 
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１０ 「第１１」では、同性婚に関する意識調査について、ＮＨＫをはじめと

する報道機関や、雑誌、研究機関等の調査について整理する。ここからは、

世代、支持政党を問わず、同性婚を法的に認めることについて賛成の国民が

多数であり、同性婚を法的に承認することについての国民の理解は十分に得

られていることが指摘できる。 

１１ 「第１２」では、新聞報道について、様々な観点から整理し、また、法

律系の書籍における「同性婚」の言及の度合いについてもふれる。 

１２ 「第１３」では、諸外国の動向として、同性間の婚姻を可能とした国・

地域が増加し続けていることについてふれた上、欧州諸国の登録パートナー

シップ制度の発展と現状、英米における動向を紹介する。 

１３ 「第１４」では、国連・国際人権法の動向について、権利構成から整理

しながら、日本の義務履行に関する勧告等が存するという、不名誉な状況を

紹介するが、これらの勧告は、他国から日本に対する期待の表明といえ、こ

の勧告を踏まえて判断することが求められることを指摘する。 

 １４ このように、本件婚姻届が受理されるべきことを基礎付ける社会的事実

が存在することについて、以下、各点について詳述する。 

 

第２ 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解

の増進に関する法律（令和５年法律第６８号）（甲 B１１）の施行とその影響に

ついて 

１ 法律の概要 

⑴ 令和５年６月、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する法律（令和５年法律第６８号）」（以下

「ＬＧＢＴ理解増進法」という。）が施行された。 

  ⑵ 同法は、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に寛容な

社会の実現に資すること」を目的とし（１条）、基本理念として「性的指



 

10 

 

向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に

関する施策は、全ての国民が、その性的指向又はジェンダーアイデンティ

ティにかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人とし

て尊重されるものであるとの理念にのっとり、性的指向及びジェンダーア

イデンティティを理由とする不当な差別はあってはならないものであると

の認識の下に、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

に資することを旨として行われなければならない。」（３条）と規定してい

る。 

  ⑶ 併せてＬＧＢＴ理解増進法は、国及び地方公共団体の役割（４条、５

条）、事業主等の努力（同法６条）、施策の実施の状況の公表（７条）、政

府による基本計画の策定（８条）、学術研究等（９条）、知識の着実な普及

等（１０条）、各省庁横断の性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解

増進連絡会議（１１条）等について、規定している。 

２ 最高裁令和５年１０月２５日大法廷決定（㊾） 

⑴ 性別の取扱いの変更審判申立事件（生物学的な性別は男性であるが心理

的な性別は女性である抗告人が、性同一性障害者の性別の取扱いの特例に

関する法律（以下「特例法」という。）３条１項の規定に基づき性別の取

扱いの変更の審判を申し立てた事件）において、令和５年１０月２５日、

最高裁大法廷は、このＬＧＢＴ理解増進法が制定された事実を、性同一性

障害を有する者を取り巻く社会状況の変化の一事情として取り上げ、特例

法３条１項４号の規定（「生殖腺がないこと又は生殖腺の機能を永続的に

欠く状態にあること」）を法令違憲と判断している。 

⑵ すなわち、上記最高裁大法廷決定は、性同一性障害を有する者を取り巻

く社会状況等のなかで「令和５年６月には、性的指向及びジェンダーアイ

デンティティの多様性に寛容な社会の実現に資することを目的として『性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増
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進に関する法律』が制定された」として、ＬＧＢＴ理解増進法が制定され

た事実についても指摘したうえで、特例法３条１項４号の目的について、

「性別変更審判を受けた者について変更前の性別の生殖機能により子が生

まれることがあれば、親子関係等に関わる問題が生じ社会に混乱を生じさ

せかねないこと、長きにわたって生物学的な性別に基づき男女の区別がさ

れてきた中で急激な形での変化を避ける必要があること等の配慮に基づく

ものと解される」が、「性同一性障害を有する者に関する理解が広まりつ

つあり、その社会生活上の問題を解消するための環境整備に向けた取組等

も社会の様々な領域において行われていることからすると、上記の事態が

生じ得ることが社会全体にとって予期せぬ急激な社会に当たるとまではい

い難」く、「特例法の制定時に考慮されていた本件規定による制約の必要

性は、その前提となる諸事情の変化により低減しているというべき」と述

べ、特例法３条１項４号を違憲と判断している。 

⑶ この最高裁決定を受けて、盛岡家庭裁判所は、令和６年５月２２日、性

同一性障害と診断されている会社員が生殖能力をなくす手術を受けないま

ま戸籍上の性別を女性から男性へと変更するよう申し立てたのに対し、性

別変更を認める決定をしている（甲 B４３）。 

 ３ 小括 

   上記最高裁大法廷決定が斟酌したように、ＬＧＢＴ理解増進法が制定さ

れた事実は、本件婚姻届を受理するうえで重要な考慮要素である。なぜな

ら、同法が「全ての国民が、その性的指向又はジェンダーアイデンティテ

ィにかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重される」ことを理念として掲げ、「性的指向又はジェンダーアイデン

ティティを利用とする不当な差別はあってはならない」と規定しているこ

とからすれば、本件婚姻届が受理されるべきことは同法の趣旨に沿うもの

というべきであり、反対に本件婚姻届を受理しないことは同法の趣旨に反
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するからである。このような点に加え、本件婚姻届が受理されるべきこと

を支える社会的事実が存在する。前述のとおり、同法は、国、地方公共団

体、事業主等に役割を与え、学術研究・知識の普及について規定している

ので、以下、概ねこの順に従って社会状況を確認していき、続いて諸外国

の動向、国連・国際人権法の動向について述べる。 

 

第３ 中央省庁の取り組み 

１ 法務省 

⑴  法務省の取り組み 

    法務省が管轄する人権擁護機関において、「性的マイノリティに関す

る偏見へ差別をなくそう」を強調事項として掲げて人権啓発活動に取り

組んでいることや、特設サイト「Ｍｙじんけん宣言・性的マイノリティ

編」を開設していることなどについては既に申立書で述べたところであ

る。後者の特設サイトでは、トヨタ自動車株式会社、ソフトバンク株式

会社、ＡＮＡホールディングス株式会社、日本テレビホールディングス

株式会社、サントリーホールディングス株式会社など錚々たる企業がそ

の取り組みを披露している。小泉法務大臣は、「誰もが互いを信頼し合

い、幸せを実感できる社会の実現に向けて、法務省一丸となって取り組

んでまいります。」とのメッセージを掲載した（甲 B４４）。内田博文全国

人権擁護委員連合会会長は、「人権は発展し続けています。この発展を牽

引しているのは、人権を侵害された方々たちです。２１世紀の人権は、

当事者による当事者のための当事者の人権といわれる所以です。そのた

めに、きのうの常識はきょうの非常識ということも起こり得ます。人権

の学びに終わりはありません。学びをやめると、気がつかないうちに人

権を侵しかねません。」とのメッセージを寄せている（甲 B４５）。 

⑵  法務大臣の発言 
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   小泉龍司法相は、令和６年３月１５日の閣議後記者会見で、同性婚を

認めない法律の規定を憲法違反と判断した札幌高裁判決について、「さま

ざまな判決で判断が分かれたところもあり、中身を注視していく。この

問題は一人一人の家族観に関わり、広く影響が及ぶ。国民的なコンセン

サスと理解が求められる」旨の見解を示した。また、「国会での議論や、

自治体のパートナーシップ制度の導入・運用状況などを幅広く見て、国

民に議論してもらいたい」と述べている（甲Ｂ４６）。 

   その後、小泉法相は同年５月２３日の参議院法務委員会で「多くの国民

が理解した上で同性婚が認められれば、間違いなく幸せの量は増えると思

う」と述べ、関連した議論を法務省内で続けていることを明らかにした

（甲Ｂ４７）。 

    さらに、小泉法相は、同月２９日の衆議院法務委員会で、同性婚に関わ

る動きについて「受け身ではなく積極的に身を乗り出して注視するという

スタンスでしっかり臨みたい」と述べた（甲Ｂ４８）。 

⑶  同性パートナーも刑務所での面会可能へ（甲Ｂ４９） 

    法務省が管轄する岩国刑務所（山口県）は、受刑者の同性パートナー

を内縁関係と認め、親族として受刑者と面会できるように内規を変更し

た。弁護士や医師ら外部の市民でつくる刑事施設視察委員会の意見を踏

まえ、内縁関係を異性間に限定していた内規の記載を削除し、性別を問

わない形に改めたというものである。岩国刑務所の担当者は、「内縁者

は、社会復帰に向けた重要なパートナーだ。社会の認識が変わる中、異

性しか内縁と認めないのは時代に即していない」と説明している。法務

省の幹部も「視察委の提言に柔軟に対応した好例だ」等とコメントして

いる。 



 

14 

 

 ２ 厚生労働省の職場におけるダイバーシティ推進事業 

厚生労働省の取り組みについては、既に申立書でも述べたが、同省で

は次のような事業も行っている。同省は、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサ

ルティング株式会社に委託し、令和２年３月、５００頁にわたる「職場

におけるダイバーシティ推進事業 報告書」を公表し、「多様な人材が

活躍できる職場環境に関する企業の事例集～性的マイノリティに関する

取組事例～」も作成している。同報告書は、事業の目的を「性的指向・

性自認に関する企業の取組事例等を調査し、企業での取組や政策の検討に

役立てること」だとしている（甲Ｂ５０）。 

 ３ 文部科学省の改訂版生徒指導提要 

    文部科学省が、改訂版生徒指導提要（令和４年１２月）において、性的

マイノリティに関する課題と対応について追記したことは申立書でも既に

述べた。改訂版生徒指導提要（甲Ｂ５１ 256 頁）は、性同一性障害者の

性別の取扱いの特例に関する法律について、『文部科学省では、平成 22

年に「児童生徒が抱える問題に対しての教育相談の徹底について」を発出

し、性同一性障害に係る児童生徒については、その心情等に十分配慮した

対応をするよう要請が行われました。』、『平成 27 年には「性同一性障害

に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」が発出され、

具体的な配慮事項などが示されました。』、『平成 24 年に閣議決定された

「自殺総合対策大綱」においては、「自殺念慮の割合等が高いことが指摘

されている性的マイノリティについて、無理解や偏見等がその背景にある

社会的要因の一つであると捉えて、教員の理解を促進する」ことの必要性

が示されました。』と記載している。ここで指摘されている「性的マイノ

リティについての無理解や偏見」には、同性婚を認めないことも含まれて

いることが十分に自覚されるべきである。 
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    この点、改訂版生徒指導提要（甲Ｂ５１・264 頁）は、さらに『性的マ

イノリティに関する大きな課題は、当事者が社会の中で偏見の目にさらさ

れるなどの差別を受けてきたことです。少数派であるがために正常と思わ

れず、場合によっては職場を追われることさえあります。このような性的

指向などを理由とする差別的扱いについては、現在では不当なことである

という認識が広がっていますが、いまだに偏見や差別が起きているのが現

状です。』と指摘しているが、正当な指摘といえよう。 

 ４ 経済産業省・西村康稔経済産業大臣の発言 

令和５年２月７日に行われた、閣議後記者会見において、同性婚の合法

化について岸田総理が全ての国民にとって家族観や価値観、そして社会が

変わってしまうと述べた国会答弁に対する意見を聞かれ、西村経済産業大

臣は、「同性婚制度の導入につきましては、親族の範囲、あるいはそこに

含まれる方々の間でどのような権利義務関係等を認めるかといった国民生

活の基本に関わる問題がございます。また、国民一人一人の家族観とも密

接に関わる問題であると認識しております。その意味で、岸田総理は、同

性婚をめぐる議論の否定をされているのではなく、社会全体に影響を与え

るものであるという、そうした認識を示されたものと私自身理解をしてお

ります。まずは国民各層で様々な意見があると思いますし、国会における

議論もあります。また、訴訟もなされております。その動向、それから実

際にパートナーシップの制度の導入なども進められておりますし、また運

用状況なども見ていく必要があると思っております。」と述べている（甲

B２５８）。 

 ５ 警察庁が所管する犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支

援に関する法律に関する最高裁決定（甲Ｂ５２） 

   警察庁が所管する犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援

に関する法律（昭和５５年法律第３６号）は、遺族給付金の支給を受けるこ
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とができる遺族の範囲について、「犯罪被害者の配偶者（婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）」（５条１項１

号）と規定しているところ、同性パートナーがこれに含まれるかが争点とな

った訴訟において、最高裁令和６年３月２６日判決は、『犯罪被害者と同性

の者は、犯給法５条１項１号括弧書きにいう「婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にあった者」に該当し得ると解するのが相当で

ある』と判示している。 

 ６ 内閣府 

⑴  内閣官房長官の発言 

林芳正官房長官は、同月１４日の記者会見で、同性婚を認めない民法や

戸籍法は「婚姻の自由」を定めた憲法に反すると判断した札幌高裁判決を

受けて、「確定前の判決で、ほかの裁判所に同種の訴訟が継続している。

その判断も注視したい」と述べている（甲Ｂ５３）。 

⑵  学術研究の報告書の公表 

    内閣府は、令和６年５月２７日、ＬＧＢＴ理解増進法９条に基づき、１

００頁を超える学術研究等の遂行に資する既存研究等の調査分析報告書を

公表した（概要につき甲Ｂ５４）。 

７ 性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議の設置（甲

Ｂ５５） 

   ＬＧＢＴ理解増進法１１条に基づき、関係各省庁を横断的に構成した性的

指向・ジェンダーアイデンティティ理解増進連絡会議が設置された。同会議

は、内閣府政策統括官、内閣官房内閣審議官、総務省大臣官房総括審議官、

法務省人権擁護局長、外務省総合外交政策局長、文部科学省総合教育政策局

長、厚生労働省政策統括官、国土交通省総合政策局長で構成されている。令

和５年８月９日に第１回会議が開催され、令和６年８月９日までに６回の会

議が精力的に開催され成果を上げている。 
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８ 小括 

各省庁は、近年、性的マイノリティに関して取り組みを加速させている。

小泉法相の「多くの国民が理解した上で同性婚が認められれば、間違いなく

幸せの量は増えると思う」、「受け身ではなく積極的に身を乗り出して注視す

るというスタンスでしっかり臨みたい」という発言はその裏付けと理解でき

る。林芳正官房長官や西村経済産業大臣は、司法判断を注視したいと述べる

にとどまるものの、こうした性的マイノリティに関する取組を否定していな

い。 

 

第４ 政党の取り組み 

１ 自由民主党 

令和６年２月、同性婚違憲判断を受け、自民党内で民法改正に向けた議論

が始まった（甲Ｂ５６）。 

渡海紀三朗政調会長は、同年３月１４日、国会内で記者団に「党内にいろ

んな意見がある。議論は進めないといけない」旨述べて前向きな姿勢を見せ

た（甲Ｂ５３）。     

同月２２日に「公益社団法人 Marriage For All Japan – 結婚の自由をす

べての人に」が衆議院第一議員会館で開催した「第６回マリフォー国会（院

内集会）」では、自民党を代表して参加した牧島かれん衆議院議員が、同性

婚の法整備に賛成か尋ねられ、△を表示し、「現時点で、党として同性婚に

ついて議論する場が設定できていない。一方で、原告の意見や札幌高裁の判

決を重く受け止めている。どのように応えていけるのか、議論を進めていき

たい。」旨の積極的な発言をした（甲Ｂ５７）。 

２ 公明党 

高木陽介政調会長は、同月１４日、「党内で議論を進めたい」旨述べてい

る（甲Ｂ５３）。 
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同月２２日に開催された「第６回マリフォー国会」では、公明党を代表し

て参加した谷合正明参議院議員が、同性婚の法整備に賛成を表明し、「マニ

フェストで法制化を掲げていることに言及し、立法府として議論するステー

ジにきている、答弁で「慎重な検討」が続いているのは不誠実ではない

か。」と述べている（甲Ｂ５７）。 

３ 立憲民主党 

同「第６回マリフォー国会」では、立憲民主党を代表して参加した西村ち

なみ衆議院議員が、同性婚の法整備に賛成を表明し、「立憲から婚姻平等の

法案を提出済み。一刻も早く実現したい。」と述べている（甲Ｂ５７）。 

４ 日本維新の会 

同「第６回マリフォー国会」では、日本維新の会を代表して参加した高木

かおり参議院議員が、同性婚の法整備に賛成を表明し、「札幌高裁の判決は

大きなうねりになって世の中を変えていくだろう。」と述べている（甲Ｂ５

７）。 

５ 国民民主党 

同「第６回マリフォー国会」では、国民民主党を代表して参加した玉木雄

一郎衆議院議員が、同性婚の法整備について、「札幌高裁の判決を受けて、

個人的には同性婚に賛成だが、党内の正式な意思決定はこれからなので、△

とした。」旨述べている（甲Ｂ５７）。 

６ 日本共産党 

同「第６回マリフォー国会」では、日本共産党を代表して参加した宮本岳

志衆議院議員が、同性婚の法整備に賛成を表明し、「党として全力で一丸と

なって進めている。」と述べている（甲Ｂ５７）。 

７ れいわ新選組 

同「第６回マリフォー国会」では、れいわ新選組を代表して参加した大石

あきこ衆議院議員が、同性婚の法整備に賛成を表明し、「同性婚が認められ
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ないのは憲法違反なのは明らか。最大の障壁を取り除いていきたい。」と述

べている（甲Ｂ５７）。 

８ 社会民主党 

同「第６回マリフォー国会」では、社会民主党を代表して参加した大椿ゆ

うこ参議院議員が、同性婚の法整備に賛成を表明し、「同性婚の法制化はも

ちろん、あらゆるＬＧＢＴＱが差別されない法律、トランスジェンダーの手

術要件の撤廃なども含め、実現していきたい。」と述べている（甲Ｂ５７）。 

９ 小括 

「第６回マリフォー国会」（院内集会）に、党を代表して参加した野党議

員の全員が、同性婚の法整備に賛成を表明した点は重視されるべきである。

さらに、与党のうち公明党は同性婚の法整備に明確に賛成しており、消極的

だったとみなされてきた自民党にも積極的に姿勢が窺われたことは特筆すべ

きである。このように多数の国会議員・政党が、同性婚が法的に認められる

べきと発言したことは重要な社会的事実である。 

 

第５ 地方公共団体の取り組み 

１ 性の多様性に関する条例（甲Ｂ５８ 参照） 

⑴  平成２４年４月に施行された大阪府泉南市の泉南市男女平等参画推進

条例は、「性的指向」を「性的意識の対象が異性、同性又は両性のいずれ

かに向かうのかを示す概念」（２条６号）と定義づけたうえで、「すべて

の人は、社会のあらゆる分野において、直接的又は間接的を問わず性別

及び性的指向を理由とする権利侵害及び差別的取扱いを行なってはなら

ない」（１０条１項）と規定し、「性的指向」に対する差別的取扱いを禁

止した（甲 B５９）。 

⑵ その後平成２５年１１月に施行された文京区条例及び平成２６年１月に

施行された多摩市の条例では、個々人の「性的指向」を尊重した取組みに
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加え、障害という認識・捉え方ではなく「性自認」を尊重した取組みをも

勘案した差別禁止規定が設けられた。 

ア 文京区男女平等参画推進条例（甲 B６０） 

     文京区男女平等参画推進条例は、「性的指向」又は「性的自認」に

起因する差別的な取扱いに関して、「何人も、配偶者からの暴力等、

セクシャル・ハラスメント、性別に起因する差別的な取扱い（性的指

向又は性的自認に起因する差別的な取扱いを含む。）その他の性別に

起因する人権侵害を行ってははらない」（７条１項）と規定してい

る。 

イ 多摩市女と男の平等参画を推進する条例（甲 B６１） 

    多摩市女と男の平等参画を推進する条例は、基本理念として「すべて

の人が、個人として尊重され、性別並びに性的指向及び性自認にかかわ

らず、個人の能力及び個性を発揮し、意欲及び希望に沿って、社会的責

任を分かち合うこと」（３条１号）を掲げたうえで、性的指向及び性自

認による差別に関して、「市、市民、事業者及びその他の団体は、社会

のあらゆる場において、性別による差別的取扱い並びに性的指向及び性

自認による差別を行なってはなりません」（７条１項）とし、また、

「市、市民、事業者及びその他の団体は、情報を公表する際には、それ

らの情報が、男女平等参画社会の実現を阻害し、性別による差別的取扱

い並びに性的指向及び性自認による差別を助長し、又は暴力的行為を誘

発することのないように配慮しなければなりません」（８条）と規定し

ている。 

⑵  そしてその後制定された性の多様性に関する条例のほとんどは、「性的

指向」及び「性自認」に対する差別的取扱いの禁止としており、この差

別禁止という制度設計に取り組む自治体は全国的に広がっている（甲Ｂ

５８参照）。 



 

21 

 

 ⑷ この点、前述した令和５年１０月２５日最高裁大法廷決定は、性同一性

障害を有する者を取り巻く社会的状況等として、「地方公共団体において

は、平成２５年に、東京都文京区で性自認等を理由とする差別的な取扱い

その他の性別に起因する人権侵害を行なってはならない旨の条項を含む条

例が制定されて以降、相当数の地方公共団体の条例において同趣旨の条項

が設けられている。」（同判旨５頁）と適示したうえで違憲の判断を導いて

いる。 

２ パートナーシップ制度・ファミリーシップ制度の広がり等 

⑴ パートナーシップ制度の広がり 

   ア パートナーシップ制度とは何か 

パートナーシップ制度とは、自治体が、同性カップルに対して、二人

のパートナーシップを証明し、または、二人のパートナーシップの宣誓

を受け取るなどの制度であるが、平成２７年４月に渋谷区で導入された

のを皮切りに、日本各地でパートナーシップ制度が広がりを見せてい

る。令和６年５月１３日時点において、４５８を超える地方公共団体が

これを設け、これらをカバーする人口は、我が国の総人口の約８５％に

なっている（甲Ｂ６２。なお、導入自治体数は、都道府県での導入の場

合も都道府県内自治体を計上するのではなく、単に１と数えている）。 

   イ 東北地方での導入事例 

東北地方の県でパートナーシップ制度を導入しているのは、青森県、

秋田県、山形県であり、また弘前市、盛岡市、一関市、秋田市、酒田

市、伊達市など多数の市でも導入、後述のように仙台市や福島県も本年

度（２０２４年度）中の導入を決めている。 

福島県いわき市は、パートナーシップ制度がまだ導入されていない

が、高校生らの団体が、２０２３年１０月２日、５００を超える署名を

市に提出したことが注目される（甲Ｂ６３）。 
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自治体の定めにもよるが、パートナーシップ制度を利用することによ

り、同性カップルも公営住宅へ家族として入居が可能になったり、病院

での面会の際に家族と同様に手続することができるようになる（あきた

パートナーシップ宣誓証明制度（甲Ｂ６４）参照）。 

ウ 仙台市がパートナーシップ制度の導入を決めていること（甲Ｂ６５、

甲Ｂ６６） 

     令和６年５月２３日、仙台市は、本年度初の男女共同参画推進審議会

を開き、LGBTQ など性的少数者のカップルを婚姻相当と認めるパート

ナーシップ制度の骨子案を明らかにした。 

     同制度では、利用対象を一方か双方が性的少数者と明記しており、市

への宣誓によって受領証を交付し、子どもがいる場合は希望に応じて受

領証に記載できるようにする。仙台市は同制度について、短期間で修正

可能で意見を反映しやすいように条例ではなく要綱として策定する見込

みであり、また性的少数者の支援策を明確に打ち出すため、事実婚につ

いては住民票での事実婚の届出により公的に関係性を表せるほか社会保

険が適用されうる点も考慮し、異性カップルの事実婚は対象外としてい

る。仙台市は、２０２４年６月下旬からパブリックコメントを行ない、

本年度内の導入を目指している。   

  エ 福島県がパートナーシップ制度導入を決めていること（甲Ｂ６７） 

     令和６年６月２５日、福島県は、パートナーシップ制度を今年（令和

６年）秋ごろに導入する方針を示した。県生活環境部長は「全国の半数

を超える２５都道府県が導入している。市町村からは県としての導入を

望む声がある」と説明した。 

  オ 小括 
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このように、住民との距離が近く、直接その声が届けられやすい地方自

治体レベルにおいては、同性カップルの関係を婚姻関係や家族と同視し得

るものとして承認する動きが着実に広がっている。 

   またパートナーシップ制度は自治体が独自に定めるもので、パートナー

シップ宣誓をした人がその自治体から転出した場合には、基本的にはパー

トナーシップ宣誓証明書や受領書などを返還し、転出先の自治体で新たに

手続きを行なう必要がある。しかし、パートナーシップ制度の導入が増

え、転出元も転出先もパートナーシップ制度が導入されているケースなど

が増えてきたことから、都市間で相互に連携できる自治体も増えてきてい

る（甲Ｂ６８）。 

⑵ ファミリーシップ制度の広がり 

ア 明石市パートナーシップ・ファミリーシップ制度 

令和３年１月から、明石市では「明石市パートナーシップ・ファミリー

シップ制度」を開始した。同制度は、カップルの関係にとどまらず、子と

の関係も含めて証明するものであり、パートナーシップ制度をさらに発展

させたものとなっている。制度導入の趣旨として明石市では、「性的指向

や性自認、どのような性表現をするのかに関わらず、すべての市民が自分

自身を大切にし、自分らしく生き、互いを認め合える『ありのままが当た

り前のまち』」、「誰もが人生のパートナーや大切な人と、家族として安心

して暮らすことのできるまち」の実現を目指して、同制度をスタートした

としている（甲Ｂ６９）。 

    同市では、例えば、法律上の親でないパートナーも連携医療機関におい

て病状説明や入退院手続きなどを受けることができる、市営住宅に家族と

して入居できるなど、子との関係で生活上生じる問題について効果を認

め、自治体でできる範囲で生活と暮らしに即した工夫をしている（甲Ｂ６

９）。 
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    その後、徳島市、東京都足立区などもファミリーシップ制度を開始、東

北では盛岡市（令和５年５月１日施行、甲Ｂ７０）、伊達市（令和６年１

月４日施行）などが制度を導入している（甲Ｂ７１）。 

イ 福島市パートナー・ファミリーシップ制度（甲Ｂ７２） 

   福島市は、LGBTQ など性的少数者のカップルなどの家族関係を証明する

「市パートナーシップ・ファミリーシップ制度」の運用を令和６年７月１日

に開始した。制度が始まったこの日、１組のカップルが宣誓書を提出し、市

の第１号となった。 

   また同市は、「市が率先して推進を図るため」、市の独自制度として、市職

員の場合も制度を適用し、配偶者と同様に扶養手当や忌引休暇などの対象に

している。 

ウ 小括 

このように自治体において、ファミリーシップ制度の導入が進んでいるこ

とは、法律上同性のカップルによる子育てが、「一人の男性と一人の女性と

の人的結合関係とその間に生まれた子から構成される家族」と同様に多様な

子育てのひとつのモデルとして社会的に認識されていることの証である。 

   前述した令和５年１０月２５日最高裁大法廷決定において、特例法３条１

項４号のみでなく５号についても憲法１３条に違反し無効であると述べた三

浦守裁判官も、その反対意見のなかで、「最近では、パートナーシップ制度

と併せて、子や親を含め、ファミリーシップ制度を設ける地方公共団体も増

加」していると指摘し、「身近な地域社会において、このような制度が拡大

し、特に大きな問題もなく運用されているとうかがわれることは、性同一性

障害を有する者を含む性的少数者が、家族を形成して子育てをし、充実した

社会生活を営むという、多様な家族の在り方に関する社会的状況の変化を示

しているというべき」と述べている。 
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⑶  自治体が進めるさらなる創意工夫 

ア 鳥取県倉吉市における同性パートナーの住民票表記（甲Ｂ７３） 

鳥取県倉吉市では、多様な性や価値観を持つ市民が、互いに尊重し合

い、誰もが自分らしい生き方ができるまちづくりを目指すとして、令和５

年１０月からファミリーシップ制度を導入しているところ、この制度の一

環として、住民票同一世帯のパートナーは、住民票の写しの請求が同一世

帯員とできるとしたうえで、希望があれば続柄を「妻（未届）」または

「夫（未届）」をすることができるとしている。 

イ 長崎県大村市において同性カップルに「夫（未届）」の住民票を交付し

たこと（甲Ｂ７４） 

    長崎県大村市では、令和５年からパートナーシップ制度を導入している

ところ、令和６年５月２日、同市は、市内の同性カップルに対し、続き柄

欄に「夫（未届）」と記載した住民票を交付した。 

    同市民課では、このような市としての対応は把握する限り初めてである

と述べたうえで、市にも確認し申請者に寄り添って対応したと説明してい

る。 

    これは、これまで男女間の事実婚として利用されていた表記を、同性カ

ップルにも適用したものであり、同性間の事実婚が住民票という公的文書

に記載される形で認められたことは、同性カップルの関係が婚姻関係とし

て社会的に承認されるに至ってきたという意味でその意義は大きい。 

３ 自治体の制度であることの限界・制約 

⑴ 法律の効力が反映されないこと 

ア パートナーシップ制度やファミリーシップ制度が広がっているとはい

え、あくまで自治体が定めたものであり、法律の効力は反映されない。 

 例えば、民法上の扶養義務（民法７５２条）、財産分与（民法７６８

条）、相続権（民法８８２条、８９０条、９００条１号ないし３号）、遺
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留分（民法１０４２条以下）、配偶者居住権（民法１０２８条以下）及

び共同親権（民法８１８条１項）などの婚姻に伴う法的効果を享受する

ことはできないし、所得税・住民税の配偶者控除（所得税法２条１項３

３号ないし同項３３号の４、８３条、８３条の２、地方税法３４条１項

１０号の２）などの優遇措置を受けることも、遺族年金（国民年金法３

７条柱書、厚生年金保険法５９条参照）を受け取ることもできない。 

イ パートナーシップ制度は、住民である同性カップル当事者らが生活上

直面する困難の軽減、また社会における LGBT に関する理解促進、差

別偏見解消の上で重要な意義を果たしてきていることは確かである。 

 しかし、家族としての法的保障は自治体では実現できないこともまた

事実である。多数の権利や利益が婚姻の法的効果として認められてお

り、それらの効果が身分関係の創設・公証と結びつけられていることに

婚姻の本質がある。 

 国の取組みが進まないからこそ、自治体のできる範囲でパートナーシ

ップ制度などの取組みが積み重ねられてきているのであり、パートナー

シップ制度では婚姻と同じ法的権利が保障されるわけではく、これが婚

姻制度を代替するものでは決してない。 

⑵ 婚姻類似制度の創設ではネガティブな作用を生じさせること 

また仮に、同性カップルに対して婚姻と同等の法的効果が与えられる婚

姻類似の制度が設けられるとしても、同性カップルの関係が社会内におい

て婚姻と同等のものとして受け止められることにはならず、同性カップル

が異性カップルと同等の社会的公証を享受し得ることにはならない。 

むしろ、このように別の制度を設けることにより、同性愛者らに対する

劣等感やスティグマの付与というネガティブな作用を生じさせる。憲法学

者の松原俊介氏も、「婚姻の法的効果の一部を認める婚姻類似の制度を設

けることで、同性カップルに対して婚姻制度への参加を認めないというこ
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とは、彼らにスティグマを与え、『二級市民』に貶めるものであり、この

点は、婚姻制度とまったく同等の法的効果を定めるパートナーシップ制度

を設けることによっても解消されるものではない」（甲Ｂ７５「同性婚問

題からみる平等の救済方法」法セミ８１８号、２２頁）と述べている。 

４ 地方議会が同性婚について国に対する意見書を提出していること 

⑴  京都府長岡京市議会の意見書（甲Ｂ７６） 

    前述のように、自治体の制度であるがゆえの限界があることから、長岡

京市議会は「同性婚の法制化に関する議論の促進を求める意見書」を衆参

議院各議長、内閣総理大臣及び法務大臣に提出した。 

   同意見書では、「わが国には、すでに同性のカップルが人生を共にし、

結婚に相当する生活を営んでいます。しかし同性婚がないため、共に築い

た財産の相続も、他人と同じ扱いです。共に子どもを育てている同性カッ

プルも存在し、大阪や愛知で同性カップルが養育里親となりました。しか

し法的にその子の「両親」にはなれません。」、「これらは地方自治体に広

がる『パートナーシップ制度』では解決できません。また、同性婚がない

ことは、異性愛のみが正当だという認識につながり、多くの性的少数者

に、自分もひとしく社会で認められ尊重される存在だと思うことをより難

しくさせているとの指摘もあります。」、「現在では、性的少数者への理解

や配慮を政府が積極的に呼びかけ、安倍前首相も『性的少数者への差別や

偏見はあってはならず、多様性が尊重され、全ての人がお互いの人権や尊

厳を大切にし、そして支え合い、誰もが生き生きとした人生を享受できる

共生社会を実現する』と述べています。社会的理解も進むもとで、裁判所

が同性カップルに関しても『不貞行為』を認定したり、政府が国際同性パ

ートナーの海外退去命令を撤回するなど、事実婚と同様に扱う事例もあら

われています。『検討していない』から『議論する』へと進むことが今、
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求められています。」として、国に対し、同性婚の法制化に関する議論の

促進及び早期に結論を示すことを求めている。  

⑵  ほかにも、奈良県大和郡山市（甲Ｂ７７）、東京都清瀬市、大阪市など

で市議会が同性婚に関する意見書を採択しており、各意見書は、衆参議

院各議長、内閣総理大臣、法務大臣などに提出されている（甲Ｂ７８）。 

５ 指定都市市長会が取り組みの強化を国に求めていること 

  同性カップルに対する全国レベルでの法的保障等の取組みは国でなければ

できないことから、全国２０の指定都市の市長からなる指定都市市長会は、

２０１８年７月、国に対する要請「性的少数者に係る窓口の一元化及びパー

トナーシップ制度を含めた取組の強化に関する指定都市市長会要請」を全会

一致で採択し、内閣府に対して要請を行っている（甲Ｂ７９）。 

  同要請では、パートナーシップ制度が全国的な広がりをみせてきている状

況を踏まえると、「国は、既にパートナーシップ制度を導入している自治体

の制度と整合を図りながら、当事者が居住する地域に関わらず、あらゆる性

別、性的指向、性自認、性表現が尊重されるよう社会環境の整備に取り組む

とともにパートナーシップ制度を含めた性的少数者への理解促進や自治体の

取組を促進するような支援を行うことが必要」であるとして、誰もが互いの

多様性を認め合い、それぞれの人権を尊重しあえる社会の実現を目指し、

「１．各府省が所管している性的少数者に係る様々な施策を総合的に調整

し、一元管理する組織を明確にすることにより、国としての取組を強化する

こと。２．国として、性の多様性を認め合う社会の実現に向けて、先行自治

体の取組事例や意見等を踏まえ、性的少数者への理解促進や取組の強化に関

する取組方針を示すこと。」、これらの事項に早期に取り組むよう国に求め

た。 
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６ 仙台市ダイバーシティ推進会議 

⑴ 仙台市は、ダイバーシティ推進会議を立ち上げ、令和６年６月２日、初

めて意見交換を行なった。仙台市のダイバーシティ推進会議は、公共政策

などを専門とする大学教授や、企業の代表など１２人で構成されており、

市内に位置する東北大学が国際卓越研究大学の認定候補に選ばれ外国人の

増加などが見込まれることから仙台市は世界標準のダイバーシティを推進

している。仙台市の郡市長は、「この機会を生かして選ばれる都市に成長

する鍵は、ダイバーシティにあると確信している」と述べている。 

   同会議では、性的マイノリティーの当事者に配慮したサービスなどにつ

いて意見が交わされた（甲Ｂ８０、甲Ｂ８１）。 

⑵ このように多様性に配慮していく方針を明言し取り組み始めているので

あるから、仙台市としては、同性パートナー同士の婚姻届についても受理

していくべきである。 

７ 小括 

   総じて、地方公共団体の取り込みは、同性カップルやその家族に対して非

常に積極的なものと高く評価できる。このような地方公共団体の取り組み

は、市民から広く支持され受けられており、目立った反対意見や社会的混乱

は起きていないことも重要な社会事実である。 

 

第６ 企業の取り組み 

１ 一般社団法人日本経済団体連合会 

 一般社団法人日本経済団体連合会（以下「経団連」という。）は平成２９

年５月１６日「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」と

いう提言を発表し、性的少数者の理解促進、差別解消を呼びかけた（甲 B８

２）。 
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 また、直近では令和６年４月１１日、経団連は、ダイバーシティ推進委員

会企画部会を開催し、「Marriage For All Japan―結婚の自由をすべての人

に」の松中権理事（work with Pride 代表）ならびに寺原真希子代表理事・

弁護士から、LGBTQ＋や同性婚の法制化をめぐる動きについてそれぞれ説明

を聴くとともに意見交換するなど、積極的に活動を続けている（甲Ｂ８

２）。 

２ 在日アメリカ商工会議所の提言 

 ２０１８（平成３０）年９月、在日アメリカ商工会議所（ＡＣＣＪ）は、

「在日米国商工会議所意見書 日本で婚姻の平等を確立することにより人材

の採用・維持の支援を」を発表し、その中で、日本政府に対して、同性カッ

プルにも婚姻の権利を認めるよう提言した（甲Ｂ８３）。この意見書への賛

同は、在日オーストラリア・ニュージーランド商工会議所等の在日本の外国

の商工会議所のみならず、欧州ビジネス協会（EBC）のほか、日本組織内

弁護士協会（JILA）を含む多数の法律事務所、企業等に広がっている（甲

Ｂ８４）。 

  ＡＣＣＪは２０２４年にも同様の意見書を発表しており、そのなかで２０

１８年９月の意見書が婚姻の平等に関する日本の国内の活動にも多大な影響

を与えているとしたうえで、「日本の社会は既に LGBT カップルの平等な婚

姻を認める方向に向けて動き始めているものの、日本は G７の中で未だに

同性婚を合法化していない唯一の国である。」と指摘し、「２０２０オリンピ

ック・パラリンピックや２０２３年の広島サミット以前に日本のダイバーシ

ティに対するコミットメントを示す機会を逸したことに鑑みると、日本政府

が早急にこうした改正を行い、婚姻の平等に対する日本のコミットメントを

示すことが大きなメリットになる」とし、日本政府に対し、婚姻の法的平等

を早急に実現するよう提言している（甲Ｂ８５）。 
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３ 企業の取り組み 

 各企業においても、法律上同性のカップルが子を産み、育てているという

実態を認知し、これに応じて、配偶者がいる場合に適用する福利厚生制度

を、法律上同性のパートナーがいる従業員にも拡充するといった法律上異性

のカップルと同様の福利厚生の提供等の取り組みを拡大している。 

⑴  ゴールドマン・サックス 

   同居１年以上の相手を「ドメスティック・パートナー」として会社に届

け出ることにより、健康保険の保険料補助をはじめ、特別有給休暇や赴任

時の手当、事業内のフィットネスセンターや介護支援プログラムの利用な

ど、同性間でも配偶者とほぼ同等の福利厚生制度が利用できる（甲Ｂ８

６）。 

⑵  日本 IBM   

   ２０１６（平成２８）年に同性パートナーを配偶者と同等に見做す

「IBM パートナー登録制度」を施行し、パートナーとの結婚・出産など

の特別有給休暇や育児及び介護休職の取得、慶弔見舞、赴任旅費の対象を

登録されたパートナーに拡大した（甲Ｂ８７、甲Ｂ８８参照）。 

⑶  日本コカ・コーラ株式会社 

   配偶者の定義変更により慶弔休暇、慶弔金、介護休暇・介護休業、パー

トナーの育児休暇、転勤援助規程なども同性パートナーに適用した（甲Ｂ

８９）。 

⑷  KDDI 株式会社 

   同性パートナーとの子を社内制度上「家族」として扱う「ファミリーシ

ップ」制度を開始し、法律上同性のパートナーとの子について、手当・祝

い金などを支給し、休暇取得などを可能とした（甲Ｂ９０）。 

 ⑸ 小括 
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このように、一企業の取組みとして、法律上同性のカップルの家族形

成・子育てを、法律上異性のカップルと同様に扱う取組みがなされてい

る。このことから、社会として、法律上同性のカップルも法律上異性のカ

ップルと同様に子を育てる一つの共同体とする認識が広がっているといえ

る。 

４ 同性婚法制化賛同企業を可視化するキャンペーンの発足と日本を代表

する有名企業による多数の賛同 

⑴  同性婚の法制化に賛同する企業を可視化するキャンペーンの発足 

２０２０（令和２）年１１月１８日、同性婚法制化に賛同する企業を可

視化するキャンペーン「Ｂｕｊｉｎｅｓｓ ｆｏｒ Ｍａｒｒｉａｇｅ 

Ｅｑｕａｌｉｔｙ」が発足した（甲Ｂ９１）。 

⑵  賛同する企業は多数に及んでいること 

「Ｂｕｊｉｎｅｓｓ ｆｏｒ Ｍａｒｒｉａｇｅ Ｅｑｕａｌｉｔｙ」

または前述した「在日米国商工会議所意見書」（甲Ｂ８９）に賛同する企

業・団体は、２０２４（令和６）年６月４日時点で、５０６にも及んでい

る（なお、「Ｂｕｊｉｎｅｓｓ ｆｏｒ Ｍａｒｒｉａｇｅ Ｅｑｕａｌ

ｉｔｙ」と「在日米国商工会議所意見書」のいずれにも賛同している場合

もあるが、重複して数えてはいない）（甲Ｂ９２）。 

⑶  企業内の同性カップルに関する取組み『ＰＲＩＤＥ指標』 

   職場での性的マイノリティに関する取組みについては、その評価指標で

ある「ＰＲＩＤＥ指標」とその認定企業が２０１６年から発表されている

（甲Ｂ８８）。認定は、毎年行われており、ある年に認定されても、それ

はその年限りのものである。 

   「ＰＲＩＤＥ指標」においては、「Policy（行動宣言）」、

「Representation（当事者コミュニティ）、「Inspiration（啓発活動）」、

「Development（人事制度：プログラム）」及び
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「Engagement/Empowerment（社会貢献・渉外活動）」の５つの指標か

らなり、５つの指標のすべてを充たしていればゴールド、４つでシルバ

ー、３つでブロンズの認定となる（甲Ｂ８８）。そしてこのうち、「＜Ｄｅ

ｖｅｌｏｐｍｅｎｔ：人事制度、プログラム＞評価指標」を充たすには、

同性パートナーがいる従業員向けの、次にあげる７つの施策のうち３つ以

上を実施している必要がある（甲Ｂ８８）。 

   ①結婚、出産、育児（パートナーの子も含む）、家族の看護、介護（パ

ートナー及びパートナーの家族も含む）等の各休暇や休職制度 

   ②慶弔金、出産祝い金、家族手当、家賃補助等の支給金 

   ③赴任手当、移転費、赴任休暇、語学学習補助（パートナーにも語学学

習の補助を認める）等の赴任関係の施策 

   ④その他の福利厚生（社宅、ファミリーデー、家族割、保養所等） 

   ⑤会社独自の遺族年金、団体生命保険の受取人に同性パートナーを指定

できるようにすること 

   ⑥社外の福利厚生サービスに働きかけ、戸籍上の同性パートナーも利用

できるようになっていること 

   ⑦戸籍上の同性パートナーの子どもを従業員の子どもとして扱う制度が

あること（ファミリーシップ制度等） 

⑷  ＰＲＩＤＥ指標認定企業 

 ２０２３年の認定企業は、ゴールドが３２６社、シルバーが５６社、ブ

ロンズが１５社であった（甲Ｂ８８）。どの指標をどのように充たしてい

るかの内訳が公表されていないが、少なくともゴールド認定の企業におい

ては、同性パートナーがいる従業員向けの施策を３つ以上実施しているの

は間違いない。前述したとおり、ゴールド認定の企業の数は、３２６社に

も及び、その中には、川崎重工業株式会社、トヨタ自動車株式会社、日産

自動車株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、ＡＮＡホールディングス株式会
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社、日本航空株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、東京電力ホールディン

グス株式会社など日本の有名企業が多数含まれている（甲Ｂ８８）。 

   シルバーやブロンズ認定の中にも同性パートナーがいる従業員向けの施

策を実施している企業があると考えられ、また、「ＰＲＩＤＥ指標」の認

定に応募していないが施策を行なっている企業もあると思われることか

ら、同性パートナーがいる従業員向けの施策を行なっている企業は相当数

にのぼると言える。 

⑸  顧客に対する、同性カップルに関する取組み 

   企業内ではなく顧客向けサービスも広く行われており、家族割引を同性カ

ップルでも受け入れられたり、損害保険において被保険者に同性パートナー

を含めたり、生命保険の受取人に同性パートナーを指定できたりといった形

で、同性パートナーも配偶者と同様と認める取組みが広がっている。宮城県

では七十七銀行が、住宅ローン利用の際に同性パートナーの収入等を合算す

るなど LGBT に対応した取扱いを開始している（甲Ｂ９３）。 

 

第７ 憲法学説の状況 

１ 憲法１３条関連 

⑴  結婚の自由の位置づけについて憲法１３条に定める幸福追求権の一環

として認められると解釈する学説は以前からあったが（例えば、甲Ｂ９

４）、同性間の婚姻についての文脈で論じられたものとして、例えば、次

の論者によるものがある。 

⑵  駒村圭吾教授は、「一定の親密な関係に対する公的承認と法的保護を求

める権利」は憲法上のどこにもはっきりと書かれていないが、これを憲

法 1 3 条の幸福追求権から導き出すことは十分可能であり、ここから

「適切な婚姻制度を求める権利」を引き出すことができると述べる。そ

して、現行の家族法制は、公的承認と法的保護を同性カップルには認め
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ていないため、「適切な婚姻制度を求める権利」を同性カップルに対して

否定しており、これを異性カップルとの関係で見れば法の下の平等（憲

法 14 条 1 項）に違反することにもなるとする（甲Ｂ９５） 

⑶  西村枝美教授は、同性婚の問題を憲法１３条が保障する人格権の問題

であるとする。人格権とは、「各人が自己の責任で創設した日常生活状況

それ自体を守る権利」であるとした上で、性的指向は、名誉やプライバ

シーのように、自己の属性の一つであり、性的指向に基づいて形成維持

されている私生活は「より親密な個人的生活領域」に属し、人格権とし

て憲法１３条により保障されるとする。そして、同性カップルに「より

親密な個人的生活領域」の形成、維持を可能とする法制度を付与しない

ことは憲法１３条に違反すると述べる。なお、西村教授は、法律上の婚

姻制度から、同性カップルを排除することは、立法目的との関係で過少

包摂といえ、憲法１４条１項にも違反するとする。（甲Ｂ９６） 

⑷  中岡淳助教は、「婚姻の自由」という実体的権利の問題として同性婚の

保護を論じるのであれば、包括的基本権条項である憲法１３条後段によ

る基礎付けが適切であるとした上で、憲法１３条後段の同性間の「婚姻

の自由」は、同条前段の「個人の尊重（尊厳）」原理に適合的な制度形成

を求める請求権を含意しているとする。そして、現行民法の親子関係の

認定に関する制度が子の利益の観点から血縁関係が存在しない場合にも

柔軟に法律上の親子関係が成立する余地を残していることや、同性カッ

プルも異性カップルと同様に子の養育の担い手となり得るという事実か

ら、婚姻のみならず、親子関係に関する法的効果もまた同性カップルに

拡張し得るのであり、子の福祉の実現を婚姻制度の存在理由とするので

あればなおさら、婚姻制度の利用を同性カップルにも認めることが理に

かなっているとする。（甲Ｂ９７） 
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⑸  巻美矢紀教授は、婚姻制度の中核には、親密な結合の相手の選択とい

う人格的な選択があり、憲法２４条が定める個人の尊厳と平等に対する

侵害については、憲法上の「婚姻の自由」に対する侵害と構成すべきで

あり、この意味で、「結婚の権利を、国家からの自由を観念する自己決定

権の一つと位置づける憲法１３条説は、本質をついているといえる」と

述べる。（甲Ｂ９８） 

２ 憲法２４条関連 

⑴ 憲法２４条について、２０１７年の時点では、「憲法は同性婚を異性婚

と同程度に保障しなければならないと命じているわけではないとの理解が

大方のところであろうと思われる」とされていた（甲Ｂ９９）。しかし、

現在においてはこのような理解は変化している。 

⑵ 例えば、千葉勝美元最高裁判事は、婚姻及び家族という社会制度構築の

場面において、憲法２４条は１３条や１４条と同じ基本理念に基づくべき

であることを示しているとした上で、同性間の婚姻を認めないことは憲法

１３条・１４条が損なわれている状態であるとする。すなわち、同性カッ

プルは「婚姻という二人の個人の結合という制度における夫婦としての人

格的で根源的な結び付きの喜び、精神的な充実感、相互の助け合いによる

一種の運命共同体的な安心感や相互の心からの信頼関係の素晴らしさとい

った、『掛け替えのない個人の尊厳にかかわる喜び』を享受できないとい

う深刻な状態」に置かれており、１３条の幸福追求の権利が損なわれてい

る状態であり、また、同性婚が婚姻に含まれない状態は、性的指向を理由

とする区別扱いそのものであり、当然に平等原則違反とされるような事態

である。このような点を踏まえると、憲法２４条１項及び２項が定める

「両性」「夫婦」を、男女に限定せず、婚姻関係にある二人（男女かどう

かは問題としない）を意味するだけの「当事者」「双方」という別の用語
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が使用されているのと同じだとして２４条を解釈するべきであるとする

（甲 B２、甲Ｂ１００）。 

⑶ 白水隆教授は、憲法２４条１項については、１４条１項が保障する差別

禁止の趣旨と整合するように、「両性」を「両当事者」と読み替え、原

則、婚姻制度は広く平等に開かれていることを確認するための規定と解釈

し、２項については、特定の制度の構築を求める権利ではなく平等権を志

向した形で婚姻その他に関する制度の構築がなされる旨を確認した条文と

位置づけることが望ましいと述べる。言い換えれば、憲法２４条と１４条

を連動させて、または、１４条の趣旨を２４条に取り込む形で解釈するこ

とで、２４条が定める婚姻とは、婚姻を望む当事者を差別的に取り扱わな

いことを確認する規定であると解すべきとする（甲Ｂ１０１・甲Ｂ１０１

－１）。 

⑷ 安西文雄教授は、①そもそも憲法制定の過程において、異性婚に限定す

る趣旨を込めて「両性の合意」という文言が用いられたのではないこと、

②憲法制定後、時の流れとともに社会は変遷を遂げ、現在における婚姻の

本質は、「パートナーとの人格的結びつきの安定化」だといえること、③

現在の先進諸国の趨勢をみても、同性婚の法的承認に大きく傾いてきてい

ることから、憲法 24 条の「両性」には異性婚に限定するという限定的趣

旨はないとする立場をとるべきだとする。なお、「両性」という文言に限

定的趣旨があると解する立場をとる場合には、24 条 2 項の「家族に関す

るその他の事項」についての立法裁量の問題になるとした上で、その場合

でも、「家族に関するその他の事項」についての立法裁量上、同性婚に対

し異性婚と同等の処遇を与えること、換言すれば異性婚に対する場合と同

じく法律上の婚姻としての位置づけを与えることしか、違憲を回避する方

途はないとする（甲Ｂ１０２）。 
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⑸ 高橋和之教授は、婚姻制度は「社会で自生的に成立する人間の営み」を

「社会の要請に応えて国家が規律を施したもの」であるところ、「婚姻そ

のものは前国家的な人権の問題であり、国家が法律婚という制度をもって

介入するのは、社会が婚姻につき一定の秩序付けを必要とするからにすぎ

ない」とし、したがって「婚姻の要件は、婚姻の自由を制限するものであ

り、なぜその要件が必要かの論証が必要」であるとする（甲Ｂ１０３）。 

３ 憲法１４条関連 

⑴  白水隆教授は、同性婚の禁止は同性愛者と異性愛者とを性的指向に基

づいて区別するものであり、性的指向に基づく直接差別であること（区

別事由）、また、同性婚を認めないことは原則誰もが参加できる婚姻制度

において、ある範疇に属する個人または集団を排斥することであって同

性カップルの尊厳を害すること（権利・利益の重要性）から、平等権違

反となるとする（甲Ｂ１０４） 

 ⑵ また、木村草太教授は、婚姻は生殖関係のみならず親密関係を保護する

制度であり、したがって、生殖関係のある異性カップルと同性カップルを

区別することも、生殖関係なき異性カップルと同性カップルを区別するこ

とも、合理的な理由がなく憲法１４条１項に反すると言わざるを得ないと

する。また、生殖関係なき異性カップルと同性カップルとの区別は、〈生

殖関係なき異性カップルは差別されてはならないが、同性カップルは差別

されてもよい〉という前提を置いていると理解せざるをえず、個人の尊厳

を奪われないことを保障根拠とする「差別されない権利」に反するとする

（甲Ｂ１０５）。 

 



 

39 

 

第８ 学術団体・大学・福祉系団体の取り組み 

１ 日本家族（社会と法）学会 

⑴  「家族法改正－その課題と立法提案」のテーマで学会開催 

２０１６（平成２８）年、日本家族（社会と法）学会は、裁判所におい

て家族法に関する規定の合理性・妥当性が争われる事案が相次いでいるに

もかかわらず、夫婦および親子に関する親族法分野に関する検討が進んで

いない状況に鑑み、可能な限り家族法改正に向けた提言・提案を行い、議

論を更に深めていくという趣旨で、「家族法改正－その課題と立法提案」

を第３３回学術大会・シンポジウムのテーマとした（甲Ｂ１０６、２１～

２２頁）。 

⑵  同性婚制度の導入の立法提案 

そして同学会は、同学術大会・シンポジウムにおいて、「同性婚制度の

導入」として、「異性又は同性の二人の者は、婚姻をすることができる」

との規定の新設を提案した（甲Ｂ１０６、９６～９９頁）。 

 ⑶ 立法提案の前提となる認識 

同提案では、前提となる認識として、「すでに多くの論者によって指摘

されているように、民法が規律の対象とする家族の実態や家族を囲む社会

が大きく変容し、その結果、民法のいくつかの条文は、個人および平等な

扱いを重視する憲法原則、変容した社会の実態、社会のニーズそして家族

構成員の実情との間に乖離が生じている。」、「制定時以降の大きな変化に

対して民法の一部改正や判例による対応がなされてきたが、現行民法は依

然として適切な対応ができているとは言いがたい。そこで家族や婚姻など

『親密な関係』を有している人々の実態の変化に対して、民法は適切な対

応が求められている」とする。 
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⑷ 個人の人権の尊重と平等な法的保護 

そのうえで、「これまで婚姻は男女からなる関係として解されてきた。

しかし、現代社会は、親密な関係に基づき共同生活に入る当事者の性的指

向を、かけがえのない個人の人権にかかわるものとして尊重し、性別にと

らわれることなく平等な法的保護が提供されるべき時代となっている」、

また「同性カップルからなる共同生活体の存在を公的に受け入れるべきと

のニーズに応えて、自治体が『男女の婚姻関係と異ならない』同性の共同

生活体に対して『パートナーシップ証明』を出すまでに至っている」こと

を挙げ、婚姻共同生活体を形成するにあたって、婚姻の相手として異性を

選択する、同性を選択する、異性か同性かにこだわらず共同生活を営む意

思のある者を選択するなど、選択の自由が認められてよい、とする。 

⑸ 婚姻類似制度では差別的扱いとなること 

同提案においても、「異性のカップルを婚姻とし、同性のカップルをパ

ートナーシップとして婚姻と異なる扱いをするのは、たとえ法的保護の内

容が同じであっても同性カップルが婚姻を求めている限り平等原則に反す

る性による差別的扱いと言えよう。」とし、婚姻類似制度の創設では解決

せず、むしろ差別的扱いであることを明言している。 

⑹ 結論としての立法提言 

そして同提案は、現行法が同性婚を認めていないために共同生活を送る

同性のカップルは日常生活のなかで法的な不都合に直面せざるを得ないの

であり、個人をかけがえのない存在として、また平等に扱うべきとする原

則から考えれば、当事者の不利益を解消するためにも同性婚を認める必要

があるとするとして、「同性婚制度の導入」、すなわち「異性又は同性の二

人の者は、婚姻をすることができる」との規定の新設を提案した。 
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⑺ 同性婚は国家法レベルでも受容されるべきこと 

また同提案でも、婚姻法は国家法である以上、個人や社会のニーズを単

に反映するだけでなく、婚姻の規律に関する国家意思が込められているの

であり（なお、同提案では、憲法から読み取れる諸原則を国家意思の反映

としてとらえるとしている。）、個人や社会のニーズとは異なる規律を強制

することもある、とはするが、「同性婚と国家意思との関係について言え

ば、現行憲法が制定された時には同性婚についての社会的認識がどの程度

あったのかは不明」であるし、「立法者が同性婚を明確に認識していたと

は思われ」ず、また「現行憲法には同性婚を規定する条文がないため憲法

上の解釈は肯定と否定に解釈が分かれている」ことから、「同性婚につい

ては、個人や婚姻に関する憲法原則から説明するほかな」いとし、「個人

を尊重すること、個人を属性に関わりなく平等に扱うこと、婚姻締結の自

由を重視することなどの点から考えると、同性婚は国家法レベルでも受容

されると解してよい。」としている。   

２ 日本学術会議 

⑴  婚姻の性中立化のための民法改正提言 

２０１７（平成２９）年９月、政府に対する勧告権限をも有する日本学

術会議（日本学術会議法第５条）が、「個人の利益を否定するに足りる強

力な国家的ないし社会的利益が存在しない限り、個人の婚姻の自由を制約

することは許されない」として、「婚姻の性中立化は必須であり、そのた

めの民法改正が求められる」とする提言を発表している（甲Ｂ１０７・

「提言 性的マイノリティの権利保障をめざして―婚姻・教育・労働を中

心にー」ⅱ頁、８～１１頁）。 
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⑵ 異性・同性を問わず、カップルが自由に婚姻あるいは非婚、パートナ

ーシップ等を自由に選択できることが重要であること 

同提言では、性的マイノリティカップルが共同生活をする場合、住居の

賃貸、一方の事故・病気による入院、一方の死亡に際して生じる財産の分

配や遺族年金の受給などに直面したときに、賃貸借契約の締結、付添い看

護や手術の同意、遺族年金受給拒否、双方の協力で築いた財産が死亡した

者の法定相続人に承継されたりするなど、共同生活の実態に反した扱いを

受けることがあることを指摘したうえで、これらが、性的マイノリティの

共同生活に対する社会的な偏見や差別に起因することが多いと述べる。 

    そして性的マイノリティの共同生活を法的に保障することは、性的マイ

ノリティに対する社会的偏見や差別を除去することにつながる、その際も

っとも重要なのは、異性・同性を問わず、カップルが自由に婚姻あるいは

非婚、パートナーシップ等を自由に選択できることである、と明言してい

る。 

⑶ 婚姻の自由を制約することは許されないこと 

また同提言では、婚姻の意義について、「今日、既に法制度上、婚姻と

生殖・養育との不可分の結合関係は失われ、婚姻法は主として婚姻当事者

の個人的・人格的利益の保護を目的とするものになっている。したがっ

て、個人の利益を否定するに足りる強力な国家的ないし社会的利益が存し

ない限り、個人の婚姻の自由を制約することは許されない」とし、また

「婚姻が当事者に与える法的・経済的利益として配偶者相互の扶養の権

利、夫婦財産上の権利、配偶者相続権、離婚給付の権利、社会保障上の各

種の受給権、税法上の特典など、婚姻身分に伴う各種の財産上の利益があ

る。心理的・社会的利益としては、当事者の人間関係の安定、情緒的満

足、社会生活上の地位の強化などがある。個人がこれらの利益享受のため

に婚姻を選択しようとしたときに、男女の結合であれば、生殖や性関係の
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可能性がなくても、さらに臨終婚のように共同生活の可能性すらなくて

も、婚姻法的利益を付与される。これに対して、生殖能力の点を除けば夫

婦の実質を伴っていても、同性間の結合であるという理由だけで婚姻法的

利益の付与を拒否するとすれば、そこに合理的な根拠があるとは言えな

い。」と述べ、立法ないし判例によって同姓による婚姻が認められている

国、地域があることからも同姓であるという理由で婚姻を拒否することが

できないことの証左であると指摘している（甲Ｂ１０７）。 

３ 日本 GI（性別不合）学会 

   心と体の性が一致しないトランスジェンダーの研究を推進する「GID（性

同一性障害）学会」は令和６年３月１７日、名称を「日本 GI（性別不合）

学会」に改名することを正式に発表した。 

   これは、トランスジェンダーは障害ではないとの考えが広まり、既に国際

的な診断名として使われていないことを踏まえたものである。同学会理事長

は、改名について「医療だけで解決できる問題ではなく、社会が変わらない

と当事者の生きづらさは変わらない。」と述べた（甲Ｂ１０８）。 

４ 早稲田大学（甲 B２３） 

   早稲田大学では、２０１７（平成２９）年７月１日、一人ひとりの多様性

と平等を尊重するとして、早稲田大学ダイバーシティ推進宣言を公表した。 

   同宣言では、「新たな Vision を実現するためには、性別、障がい、性的指

向・性自認、国籍、エスニシティ、信条、年齢などにかかわらず、本学の構

成員の誰もが、尊厳と多様な価値観や生き方を尊重され、各自の個性と能力

を十分に発揮できる環境が必要」とし、そのためにも「ダイバーシティの尊

重・推進に努める」として、意識の啓発や教育・研究・就労環境の整備など

に関する推進基本方針を策定している。 
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５ お茶の水女子大学（甲Ｂ１０９） 

   お茶の水女子大学でも、２０１９年４月１日、「自身の性自認に基づき、

女子大学で学ぶことを希望する人（戸籍又はパスポート上男性であっても性

自認が女性であるトランスジェンダー学生）を受入れることを決定」したと

して、トランスジェンダー学生受入れに関する対応ガイドラインを策定し

た。 

同大学は基本理念として、「この決定を『多様性を包摂する女子大学と社

会』の創出にむけた取組と位置付けており、今後、固定的な性別意識に捉わ

れず、ひとりひとりが人間としてその個性と能力を十分に発揮し、『多様な

女性』があらゆる分野に参画できる社会の実現につながっていくことを期待

する」とし、相談窓口の設置や学内の書類では性別記載を不要にするなどの

ガイドラインを策定している。 

６ 宮城学院女子大学（甲 B２４） 

   宮城県でも、宮城学院女子大学が、トランスジェンダー学生の受け入れに

関するガイドラインを策定し、２０２０年４月８日より施行されている。 

   同大学では、性的指向・性自認などの個人の特性や文化的背景を尊重し、

そのための環境づくりに最善を尽くすとして「共生のための多様性宣言」を

表明しており、この宣言の下、トランスジェンダーを受け入れることを決定

した。 

   ガイドラインのなかでは、学籍簿に性別の記載をしないほか、本人の申出

により学籍簿に記載する名前について通称使用を認めている。また、性自認

は揺らぐことがあって当然であり、入学後に性自認や戸籍がどのように変わ

っても、これを理由に退学にはならない旨明記しており、個々のニーズに寄

り添い可能な限りの支援を考えるとしている。 
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７ 東北大学（甲Ｂ１１０） 

   東北大学でも、令和５年３月、「みんなが主役 多様な性に関するガイド

ライン」を策定した。 

   同ガイドラインの基本理念において同大学は、東北大学が１９０７年の設

立当初より、開学の理念の一つとして「門戸開放」を掲げ、多様な人々に入

学の扉を開いており、１９１３年に日本の大学（旧帝国大学）で初めての女

子大学生を受入れたほか、留学生にも早くから門戸を開き、黎明期から多様

性に富んだ環境や意識を育んでいること、今も大学の多様な構成員のすべて

を尊重する環境の実現に向けた努力を続けていることなどを述べたうえで、

「近年、多様な性に関する認識が広がっていく中、適正な対応が求められ

て」いる、として、学生及び教職員が学業・研究・職務の遂行において多様

な性を尊重する環境を実現することを目的とし、その方針と具体的な対応の

内容を本ガイドラインに示した。 

   また同ガイドラインでは、「セクシュアリティ」について、「これまでセク

シュアリティは時代や文化とともに定義され、男女として固着されて制度化

されて」いたが、「昨今、社会で決められたセクシュアリティを見直し、多

様なセクシュアリティが認められ、ありのままの各々のセクシュアリティを

尊重することが目指されて」いると述べている。そして「本学はいかなる人

権侵害も容認し」ないとして、「性別、性的指向及び性自認に関わる人権侵

害の防止」を明確に宣言している。 

８ 東京大学 

   東京大学は、２０２２年６月２３日、「東京大学ダイバーシティ＆インク

ルージョン宣言」を制定した（甲Ｂ１１１）。その中では、「東京大学が基本

的人権を尊重し、学術における卓越を実現するためには、多様な構成員によ

るたゆまぬ対話の実践が不可欠です。東京大学は、すべての構成員が人種、

民族、国籍、性別、性自認、性的指向、年齢、言語、宗教、信条、政治上そ



 

46 

 

の他の意見、出身、財産、門地その他の地位、婚姻の状況、家族関係、ライ 

フスタイル、障害、疾患、経歴等の事由によって差別されることのないこと

を保障します。」と謳われており、「性別、性自認、性的指向」によって差別

されることがないことが明確に保障されている。 

９ 大学の取り組みについての小括 

   上記はほんの一例に過ぎないが、このように私立・国立を問わず、多くの

大学において、多様な性を尊重する重要性を述べ、そのための環境の実現に

各々が努めている状況である。東北大学の基本理念にあるように、多様な性

に関する認識が広がっているのであり、そのなかで、今まさに適正な対応が

求められている。 

１０ 福祉系団体の動向 

⑴  公益社団法人日本社会福祉会・公益社団法人日本精神保健福祉協会 

２０２１（令和３）年３月２５日、公益社団法人日本社会福祉会と、公

益社団法人日本精神保健福祉協会は、２法人共同で、「すべての人々を、

出自、人種、民族、国籍、性別、性自認、性的指向、年齢、身体的精神的

状況、宗教的文化的背景、社会的地位、経済状況などの違いにかかわら

ず、かけがえのない存在として尊重することを宣言し」ている立場から、

「結婚の自由をすべての人に」訴訟の札幌地裁判決（甲 B１５）が「同性

同士の婚姻が認められないことが合理的根拠を欠く差別的取り扱いとして

違憲性を明確に認めたことを評価」する旨の見解を発表した（甲Ｂ１１

２）。 

⑵  特定非営利活動法人大阪医療ソーシャルワーカー協会 

２０２２（令和４）年６月２７日、特定非営利活動法人大阪医療ソーシ

ャルワーカー協会は、「『結婚の自由をすべての人に』訴訟に対する大阪地

方裁判所判決への声明」を出し、大阪地裁判決（甲 B１６）について、

「同性カップルが置かれた過酷な現状を無視して差別を追認する判決だと
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指摘せざるを得ない。控訴審においては、お互いの合意に基づきカップル

が結婚できるよう、司法の果たす役割を十分に踏まえたうえで、婚姻の平

等の実現を後押しする判断が下されることを切に期待したい」と大阪地裁

判決を批判したうえで、婚姻の平等の実現に対し司法が役割を果たすこと

を期待する旨述べている（甲Ｂ１１３）。 

⑶ 小括 

以上のように、福祉系団体も、同性同士の婚姻は認められるべきとの立

場を明らかにしている。 

第９ 弁護士会・司法書士会の取り組み 

１ 日本弁護士連合会 

⑴ 人権救済の申立て 

平成２７年７月７日、４５５名が日本弁護士連合会（以下「日弁連」と

いう）に対し、現在日本において同性間の婚姻が認められていないことが

同性愛者、同性婚を求める者の存在を無視しその人権を不当に侵害するも

のであるとして人権救済の申立てがなされた。 

⑵ 同性の当事者による婚姻に関する意見書の発表 

日弁連は当該人権救済申立事件についての調査を行い、令和元年７月１

８日、「同性の当事者による婚姻に関する意見書」を発表した（甲Ｂ１１４）。 

同意見書では、２０１５年に行われた研究者グループによる調査及び２

０１７年に行われたＮＨＫによる調査のいずれにおいても同性婚に賛成

する回答が５０％を上回っていることや国連人権高等弁務官及び自由権

規約委員会等の国際機関から日本に対し性的指向及び性自認に基づく差

別撤廃のための措置を講じる等の勧告がなされていること、諸外国におい

てはヨーロッパ、北米及び中南米諸国を中心に同性婚を認める国が増えて

おり、人権保障上、同性婚を認めなければならないとの司法判断も複数な

されていること、多数の自治体において同性のパートナーシップに関する
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要綱が制定され公権力が明確に同性に性的指向が向く者の存在を認め、同

性婚に対する人々の理解を促進していること、並びに弁護士会及び法学研

究者が同性婚の法制化を求めていることをふまえ、同性婚を認めないこと

は憲法１３条、１４条に反する重大な人権侵害であるとし、国に対し、同

性婚を認め、これに関連する法令の改正を速やかに行うべきであるとして

いる。 

⑶  同意見書を契機とする神奈川県弁護士会の会長声明 

同意見書が発出されたことをきっかけとして、神奈川県弁護士会は令和

元年１０月２９日に「同性間の婚姻を認める法制度の整備を求める会長声

明」を発表した（甲Ｂ１１５）。同声明では、国内においても（同声明発出

当時）既に２７の自治体でパートナーシップに関する要綱等が制定されて

おり、世界では登録パートナーシップを持つ国・地域を含めると世界中の

約２０％の国・地域で同性カップルの権利が保障されている現状を鑑みて、

国に対し、同性婚を認める法制度を早急に整備するよう求めており、令和

元年においても既に同性婚が認められるべき世相となっていたものと言

える。 

⑷  ダイバーシティ＆インクルージョン推進宣言 

日弁連は、近年社会において多様性（ダイバーシティ）を尊重し、包摂

性（インクルージョン）を推進する取組の重要性が認識されるようになっ

ていることを受けて、令和６年２月１５日、多様性の尊重という普遍的理

念を確認し、多様な価値の尊重と受容を進めるべく、ダイバーシティ＆イ

ンクルージョンを推進し、弁護士のみならず関係する全ての人々について、

性別・性自認・性的指向・国籍・人権・民族・出自・障がいの有無・疾病

の有無・年齢・家族関係などの属性や差異を受け入れ、多様性を尊重する

ことを宣言した（甲Ｂ１１６）。 
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性的指向や性自認は、国籍・人権・民族等と同様に尊重されるべき違い・

多様性であり、多様な価値が尊重され、受容される社会となることが求め

られているとして日弁連による宣言に繋がったものといえる。 

２ 仙台弁護士会、その他弁護士会の決議 

 ⑴ 仙台弁護士会「すべての人にとって平等な婚姻制度の実現とパートナー

シップ認証制度の創設を求める決議」 

令和３年２月２７日、仙台弁護士会は「すべての人にとって平等な婚姻

制度の実現とパートナーシップ認証制度の創設を求める決議」を行った（甲

甲Ｂ１１７）。 

同決議は、同性婚を認めないことは憲法１３条、１４条に照らし重大な

人権侵害であるとしたうえで、性的指向、性自認にかかわらずすべての人

が尊重される社会を目指し、①政府及び国会に対し、同性間の婚姻を認め、

これに関連する法整備を速やかに行うこと、②宮城県及び県内の各市町村

に対し、性的マイノリティに対する差別と偏見をなくし、性的マイノリテ

ィに婚姻が認められないことによる不利益を軽減し暮らしやすい社会を

作るため、いわゆるパートナーシップ認証制度を創設することを求めてい

る。 

また、仙台弁護士会は令和５年２月２５日には男女共同参画を推進する

宣言を発出しており、同宣言において、性別を問わず誰もが自分らしく個

性と能力を発揮できる社会を実現するために弁護士会として寄与してい

くことを宣言している（甲 B１５５）。 

⑵ 仙台弁護士会「すべての人にとって平等な婚姻制度の実現を求める会長

声明」 

令和６年８月２１日、仙台弁護士会は「すべての人にとって平等な婚姻

制度の実現を求める会長声明」を発出した（甲 B１５９－１）。 
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同声明では、「婚姻の自由の保障が、個人が尊厳をもってその人らしい人

生を送り、その人にとっての幸福を追求するうえで必要不可欠であり、そ

の重要性は性的指向により変わるものではない」としたうえで、「多様な性

的指向の存在を柔軟に受け入れる制度の構築が広がりを見せ、多様な性的

指向を前提とする同性婚が認められていないことが憲法に違反するとの

司法判断が重ねられているにもかかわらず、国会及び政府は、法整備や解

釈変更による同性間の婚姻を認める運用についての具体的な検討すら行

っていない」と指摘し、国は、「『すべて国民は、個人として尊重される』

（憲法１３条前段）ために、性的指向にかかわらずすべての人がその人ら

しく生活することが出来る社会をつくりあげる責務を負う」「として、国に

対し、性別に関わりなく婚姻を可能とする法整備に着手することを求めて

いる。 

⑶ 各弁護士会による多数の決議 

同様に、各弁護士会においてすべての人にとって平等な婚姻制度の実現

を求める決議がなされてきた（例えば、平成３０年７月２７日に北海道弁

護士会連合会、令和元年５月２９日に福岡県弁護士会が決議を行っている）

（甲Ｂ１１８、甲Ｂ１１９）。 

また、滋賀弁護士会は令和６年５月３０日、すべての人が、性の多様性

を尊重され、性的指向・性自認にかかわらず生きやすい社会を実現するた

めの宣言を決議した（甲Ｂ１２０）。同決議は、人の性のあり方は多様であ

り、本人の意思によって変えることが出来ないにもかかわらず、法律や社

会制度が身体的特徴に基づき出生時に割り当てられる性別と性自認が一

致し異性愛者であるという一つのパターンのみを当然の前提として作ら

れてきたため、LGBTQ の人々が差別や偏見を受け、長年、社会の中で隠

れた存在（見えない存在）に追いやられて生きづらさを抱えてきたという

事態が重要な人権問題であるという認識が社会に欠けていたことを指摘
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し、政府及び国会に対し、性的指向・性自認に基づく差別を禁止すること

を明確に定めた差別禁止法を制定すること、及び、法律上の性別が同じカ

ップルの婚姻（同性婚）を可能とする法改正を行うこと等を強く求めたも

のである。 

３ 札幌地裁判決を契機とした弁護士会会長声明 

令和３年３月１７日、札幌地方裁判所は、同性間の婚姻を認めない民法及

び戸籍法の婚姻に関する諸規定が違憲であるとして提起された国家賠償請求

訴訟で違憲の判決をし（甲 B15）、当該判決を受けて札幌弁護士会が令和３年

４月１日に、福岡県弁護士会が同年４月２８日に、山口県弁護士会が同年５

月３１日に、愛知県弁護士会が同年６月２２日に、それぞれ同性婚を可能と

する早期の立法またはすべての人にとって平等な婚姻制度の実現を求める会

長声明を発表した（甲Ｂ１２１、甲Ｂ１２２、甲Ｂ１２３、甲Ｂ１２４）。 

これらの会長声明においては、国際機関が日本に対し性的少数者に対する

差別の禁止や差別撤廃のための法改正を繰り返し要求していることや、同性

婚またはシビル・ユニオン（法的に承認されたパートナーシップ関係）を法

制度として認めていないのは主要先進７か国においてはもはや日本のみで

あること、及び、同性カップルに対する社会の理解が大きく進む一方で、政

府および国会は同性婚の婚姻制度の整備に向けた議論に着手すらしてこな

かったことを指摘のうえで、違憲の状態を速やかに解消するべく同性間の婚

姻を可能とする立法または法改正に直ちに着手することを求めている。 

４ 東京地裁判決を契機とした弁護士会会長声明 

令和４年１１月３０日、東京地方裁判所は同性間の婚姻を認めていない民

法及び戸籍法の規定が憲法に違反する状態にあるとの判決を言い渡した（甲

B１７）。第二東京弁護士会は令和４年１２月９日に会長談話を発表し、国会

に対し、同性カップルが家族になる法制度がない違憲状態を改めるための立

法に速やかに着手すること等を求めた（甲 B１２６）。 
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また、同判決を受け、令和５年１月１６日に神奈川県弁護士会が、同年３

月２日には千葉県弁護士会が、婚姻の平等を実現するために早急に法整備を

行うことを求める会長声明を発出している（甲 B１２７、甲 B１２８）。 

５ 議員等の発言・ＳＮＳへの投稿等を契機とした弁護士会会長声明 

ところで、同性婚については各都市の県議会議員、市議会議員のみならず、

内閣総理大臣秘書官であった人物などが、同性カップルに対する露骨な嫌悪

感の表明や、同性愛者等の性的マイノリティの尊厳を否定する発言またはＳ

ＮＳへの投稿を行ってきた。 

これらの投稿や発言は、性的指向が同性に向く者に対する社会全体からの

差別・偏見が根深く残存していることの証左であり、このような差別・偏見

を社会から無くす必要から、各弁護士会は、上記発言及び投稿に対する抗議

並びに国に対し性的マイノリティに対する差別解消と尊厳回復のための措

置を講じることを求めるとともに、あわせて同性間の婚姻の立法化を求めて

いる（愛知県弁護士会が令和５年２月３日に、札幌弁護士会が同年２月１３

日に、日弁連が同年２月１６日に、鹿児島県弁護士会が同年２月２８日に、

福岡県弁護士会が同年３月２日に、熊本県弁護士会が同年３月８日に、香川

県弁護士会が同年３月８日に、山梨県弁護士会が同年３月８日に、岡山弁護

士会が同年３月１３日に、福島県弁護士会が同年３月１５日に、東京弁護士

会が同年３月２９日に、山口県弁護士会が同年３月３０日に会長声明を発出

している）（甲 B１２９～甲 B１４１）。 

６ 名古屋地裁判決・福岡地裁判決を契機とした弁護士会会長声明 

令和５年５月３０日、名古屋地方裁判所は、同性間の婚姻を認めていない

民法及び戸籍法の規定が憲法２４条２項及び憲法１４条１項に違反するとの

判決を言い渡した（甲 B18）。 

また、令和５年６月８日、福岡地方裁判所は同規定が憲法２４条２項に違

反する状態であるとの判決を言い渡した（甲 B19）。 
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これら２つの判決を受けて、愛知県弁護士会が令和５年６月６日に、福岡

県弁護士会が同年６月１５日に、鹿児島県弁護士会が同年６月２０日に、日

弁連が同年６月３０日に、熊本県弁護士会が同年７月１９日に、大分県弁護

士会が同年８月３１日に、香川県弁護士会が同年９月２５日に、奈良弁護士

会が令和６年１月２２日に、それぞれ会長声明を発出している（甲 B１４２

～甲 B１４９）。 

これらの会長声明においては、違憲又は違憲状態の判決が重ねられている

こと、国際機関においては性的少数者の権利保護に向けた活動が広がってい

ること、我が国でも人口割合の３分の２を超える地方公共団体でパートナー

シップ制度又はファミリーシップ制度が採用されていること、それにもかか

わらず国会では法整備等についての具体的な議論がなされていない現状が

あることを指摘したうえで、国会及び政府に対し、すべての人が平等に婚姻

できるような法整備等を速やかに行うことを求めている。 

７ 札幌高裁判決を契機とした弁護士会会長声明 

令和６年３月１４日、札幌高等裁判所は、同性間の婚姻を認めていない民

法及び戸籍法の規定が憲法２４条及び１４条１項に違反する旨の判決を言い

渡し、同日、東京地方裁判所は、同規定が憲法２４条２項に違反する状態に

あるとの判決を言い渡した。 

  これらの判決を受けて、令和６年３月２５日に第二東京弁護士会が、同年

３月２６日に札幌弁護士会が、同年４月９日に福岡県弁護士会が、同年４月

１０日に日弁連が、同性愛者が日々の社会生活において不利益を受け続けて

いる現状を踏まえ、重大な人権侵害を生んでいる現状を速やかに解消するべ

く、国に対して法律上同性の者同士の婚姻を認める立法（法改正）に直ちに

着手することを求めている（甲 B１５０～甲 B１５３）。 
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８ その他各弁護士会の会長声明 

  以上の会長声明及び決議以外にも、各弁護士会が、現在の日本社会では性

的少数者がありのままの自分で生きることが出来ず矛盾や葛藤を抱えなが

ら生きることを強いられていることを指摘して、法律上同性の者同士の婚姻

が認められていないことにより重大な人権侵害が生じている現状の解消や、

誰もが安心して暮らせる社会の実現に向けた早期の法整備を求める会長声

明等を発表している（三重県弁護士会の令和５年１２月２３日付け会長声明、

京都弁護士会の令和６年１月２５日付け意見書、岐阜県弁護士会の令和６年

２月５日付け会長声明など）（甲 B１５６～甲 B１５８）。 

９ 各弁護士会が開催するシンポジウム 

令和２年１２月２５日、東北弁護士会連合会及び仙台弁護士会の共催で市

民シンポジウム「多様な性を認め合う社会のために」が開催された。 

LGBT の人々において生じる法的な問題を取り上げ、そもそも社会の差別

意識が問題の根底にあること、つまり LGBT 当事者の尊厳が尊重される社会

となっていないことが問題の根源であるという視点から、市民が知り、考え

ていく必要性についての講演が行われた。また、同性婚が認められていない

ことについての立法不作為の国家賠償請求訴訟についての説明がなされ、国

が同性間の婚姻を認めないことが同性カップルに「社会が承認しない関係性」

というスティグマを与えているとの主張がなされていることに触れて、社会

の在り方を変えていく必要性があることが広く市民に伝えられた。 

そのほかにも、関東弁護士会連合会は令和３年９月２４日にシンポジウム

「性別違和・性別不合があっても安心して暮らせる社会をつくる－人権保障

のため私たち一人ひとりが何をなすべきか－」を、長崎県弁護士会は令和４

年１１月５日にシンポジウム「『多様な性』ってなんだろう？～誰もが幸せに

なれる社会を目指して～」を、令和６年５月１８日には鳥取県弁護士会が

「LGBT とジェンダーを巡る人権課題」を開催しており、これらは弁護士会
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または弁護士会連合会が開催しているシンポジウムの一例に過ぎず、国内に

おいて性的マイノリティに関する多くのシンポジウムを開催されている。 

弁護士会を含めた様々な団体が社会に対し、多様な性を認めることが人権

問題であることを、時間をかけて広く伝えてきたことの証であり、多様な性

を尊重することの重要性が社会で広く認識されてきているものといえる。 

１０ 司法書士会の動き 

⑴  東京司法書士会 

    弁護士会以外にも東京司法書士会が、セクシャルマイノリティの人々が

直面する困難に向き合い、シンポジウムの開催や相談員の派遣を通じて権

利擁護に取り組んできたこと、平成２７年以降、渋谷区及び世田谷区を皮

切りに多数の区や市がパートナーシップ制度を導入し、東京都もパートナ

ーシップ宣誓制度を導入するに至っていること、そして、同性間の婚姻を

認める規定を設けていない民法及び戸籍法の婚姻に関わる諸規定が憲法

に違反するとして提起されている国家賠償請求訴訟において意見の判決

が言い渡されていることを適示し、「婚姻についての社会通念や価値観が

変遷しつつあると言える中で提起された同性間の婚姻制度を巡る一連の

訴訟における判決を契機の一つとして」、自由かつ公正な、より良い社会が

形成されることを期待するとの内容の会長談話を発表している（甲 B１５

８－１）。 

⑵  群馬司法書士会 

   さらに群馬司法書士会は、令和３年３月から令和５年６月にかけて各地

方裁判所で言い渡された判決のすべてが同性カップルには家族としての

法的保護を受ける利益が存することを認めており、これらは個人の尊厳に

立脚する判断となっているとしている。そして、社会全体でも同性婚を認

めるべきとの意見が反対意見を大きく上回っている状況にあるとしたう

えで、「重ねて言うが、同性カップルには家族としての法的保護を受ける利
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益が存し、これは個人の尊厳にかかわる問題である」、「一連の判決や社会

情勢を踏まえ、また法の下の平等の観点に立ち、国には同性婚の法制化に

早急に着手することを求める」と強く同性婚の法制化を求める会長声明を

発表している（甲 B１５９）。 

１１ 小括 

日弁連及び国内の多数の弁護士会、そして司法書士会が、会長声明等を用

いて法律上同性同士の婚姻を認めていない現状が重大な人権侵害であるとの

指摘を続けているのは、まさに婚姻制度が個人の尊厳にかかわることがらで

あり、同性同士の婚姻が認められないことで生活上の不利益を被るだけでな

く個人の尊厳が奪われていることが司法上およそ認められる状況ではないた

めである。 

それにもかかわらず国会が具体的な議論や法改正に着手することなく漫然

と重大な人権侵害を続けている状況からすれば、まさに司法による解決が必

要であるとの認識の下で、上記のとおり会長声明等が発出されてきた。 

 

第１０ 市民レベルでの取り組み 

１ 秋田プライドマーチ 

  令和６年５月１８日、秋田駅周辺で LGBTQ など性的少数者の理解と権

利の拡大を訴えて行進する「Akita Pride March」（秋田プライドマーチ）

が秋田市の JR 秋田駅周辺で開かれた（甲 B１６０）。当日は、当事者や支

援者ら約２００名が多様性を表す虹色の旗や傘などを持ちながら行進をし

た。 

 実行委員共同代表の五十嵐育子氏は「マーチを通じて性的少数者の存在を

知ってもらい、一人の人間として認めてほしい。」と述べた。 
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２ みやぎにじいろパレード 

   多様な性を生きる人たちが互いに尊重していけるまちを、宮城・仙台にも

作っていくことを目指し、２０２１年から実施している「みやぎにじいろパ

レード」が２０２４年１１月にも開催される予定である（甲 B１６１）。 

３ シンポジウム 

   ２０２３年１１月１８日、仙台市内において、にじいろＣＡＮＶＡＳの主

催で、同性婚訴訟やパートナーシップ制度を巡る現状や今後の課題について

のシンポジウムが開催された（甲 B１６２）。 

 

第１１ 同性婚に関する意識調査 

１ ＮＨＫの世論調査 

⑴ ＮＨＫが、２０２３年４月に、全国１８歳以上の者に対して行った世論

調査（有効回答者１５４４名）では、同性同士の結婚が認められるべきか

という問いに対して、「法的に認められるべきだと思う」が４４％、「法的

に認められるべきではないと思う」が１５％であり、「認められるべき」

が「認められるべきではない」の約３倍上回った。 

⑵ 年齢別に見ると、以下のとおりであり、いずれの年代でも「法的に認め

られるべきだと思う」と考える人数が、「法的に認められるべきではない

と思う」と考える人数を上回っている（甲 B１６３）。しかも、次世代を

担う若い世代の方が、賛成者の比率が高い、しかも反対を圧倒的に上回る

結果となっている点が注目される。 

   

 法的に認められ

るべきだと思う 

法的に認められ

るべきではない

と思う 

比率（四捨五

入） 
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１８歳から２９

歳 

６８％ ８％ ８．５倍 

３０代 ５８％ １１％ ５．３倍 

４０代 ６２％ ８％ ７．８倍 

５０代 ５０％ １１％ ４．５倍 

６０代 ４４％ １５％ ２．９倍 

７０代以上 ２９％ ２３％ １．３倍 

 

２ 日本経済新聞社の世論調査（令和５年３月） 

  ⑴ 日本経済新聞社が、令和５年３月に行った世論調査では、同性婚を法的

に認めることへの賛否について、「賛成」が６５％、「反対」が２４％であ

った。 

⑵ 同性婚の法制化に慎重とされる自民党支持層においても「賛成」が５

８％と過半数を占め、立憲民主党支持層は６割強、日本維新の会支持層は

７割、無党派層は６９％が「賛成」だった。 

⑶ 世代別では、１８～３９歳は８３％、４０～５０歳代は７５％、６０歳

以上は５０％だった（甲 B１６４）。ＮＨＫの調査と同じく、若い世代の

賛成比率が非常に高くなっている。 

３ 共同通信社の世論調査（令和５年２月） 

   共同通信が、令和５年２月に実施した世論調査では、同性婚を認める方が

よいとの回答が６４％、認めない方がよいとの回答が２４．９％であり、

２．５倍以上の差がついた。若年層（３０代以下）では８１．３％が賛成、

高年層（６０代以上）では５１．４％が賛成であり（甲 B１６５）、やはり

若い世代での賛成比率が特に高い。 
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４ ＮＮＮ・読売新聞の世論調査（令和５年２月） 

ＮＮＮ・読売新聞が、令和５年２月に実施した世論調査（１０４４人が回

答）では、同性婚を法的に認めることについて、「賛成」が６６％、「反対」

が２４％だった（甲 B１６６）。 

５ 毎日新聞の世論調査（令和５年２月） 

毎日新聞が、令和５年２月に実施した世論調査（有効回答数携帯５１４

件・固定５１２件）では、同性婚を法的に認めることについて、「賛成」が

５４％、「反対」が２６％だった（甲 B１６６）。 

６ 朝日新聞の世論調査（令和５年２月） 

朝日新聞が、令和５年２月に実施した世論調査では、「同性婚を法律で認

めるべきか」尋ねたところ、「認めるべきだ」が７２％、「認めるべきでな

い」が１８％であり、実に４倍の差が開いた。 

７ ＦＮＮ・産経新聞社の世論調査（令和５年２月） 

ＦＮＮ・産経新聞社が、令和５年２月に実施した世論調査（回答１０４０

件）では、「同性婚を法律で認めること」について、「賛成」が７１％、「反

対」は１９．６％だった（甲 B１６６）。  

８ 雑誌「ViVi」の意識調査 

 講談社の雑誌「ViVi」が、Ｉｎｓｔａｇｒａｍのストーリーズで実施した

意識調査（有効回答数７９２件）では、「日本では同性婚が法律で認められ

ていないことについてどう思いますか？」との質問について、「認められる

べきだと思う」との回答が９１．７％で、「認められるべきでない」との回

答は４．８％であり（甲 B１６６）、圧倒的に賛成多数であった。 

９ 国立社会保障・人口問題研究所の調査（令和４年） 

国立社会保障・人口問題研究所が、令和４年に実施した「第７回全国家庭

動向調査」（令和５年８月２２日公表）において、配偶者がいる女性が回答
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した５５１８票のうち、同性婚への賛成割合は７５．６％となり、２０１８

年と比較して約６ポイント上昇した（甲 B１６７、８８～９１頁） 

また、同研究所が、令和５年、無作為に１８から６９歳を対象に実施した

アンケートでは、５３３９人の８３％が「同性カップルが法的に結婚できる

制度」に賛成またはやや賛成であった（甲 B５６）。 

１０ 米調査機関ピュー・リサーチ・センターの調査  

米調査機関ピュー・リサーチ・センターが、令和４年６月１日から令和５

年９月１７日にかけて、アジア１２カ国・地域を対象に、同性婚への賛否を

調べた結果、日本の賛成率（強く賛成、やや賛成の合算）が６８％と最も高

かった（甲 B１６８）。 

   また、北米、欧州、中東、南米、アフリカ、アジア太平洋地域の３２カ国

を対象に行われた調査では、同性婚への日本の賛成率６８％は、全体のトッ

プ１０に入った（甲 B１６９）。 

１１ 小括 

   以上より、１０の報道機関等が同性婚の賛否について、世論調査したとこ

ろ、世代、支持政党を問わず、同性婚を法的に認めることについて賛成の国

民が多数であり、同性婚を法的に承認することについての国民の理解は十分

に得られているといえる。また、同性婚への日本の賛成率は、３２か国中の

１０位であり、かつアジア１２か国中トップであって、同性婚に対する国民

の理解が世界的に見ても成熟しているものといえる。 

 

第１２ 新聞報道及び書籍 

１ 新聞報道 

⑴ 「朝日新聞クロスサーチ・フォー・ライブラリー」 

同データベースは、1985年(昭和 60年)から当日までの朝日新聞の本紙、

地域面等の全文検索のほか、週刊朝日のニュース面について 2000 年 4 月
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から、AERA は 1988 年 5 月創刊号からの記事が検索できるものである。

このデータベース検索において、検索ワード「同性婚」で検索すると、約

1780 件の記事がヒットする。以下では記事の一部を指摘することによっ

て、社会での関心の実態を示したい。 

ア 自治体での動き 

①  2013 年 10 月 5 日の記事では、大阪市淀川区が、LGBT 支援宣言を

発していることが掲載されている。LGBT に関する職員研修、職員向

けの相談窓口設置、LGBT 活動支援、情報発信を行うことを内容とす

る（甲 B１７０）。 

②  2014 年 2 月 2 日の記事では、LGBT の国会議員や地方議員、官僚、

弁護士たちが当事者だけの勉強会を開いていることが掲載されてい

る（甲 B１７１）。 

③  2015 年 2 月 12 日の記事では、渋谷区が同性同士のカップルについ

て「パートナーシップ証明」を発行する条例案を区議会に提出すると

の記事が掲載され（甲 B１７２）、同年 3 月 27 日の記事では、同条例

案が可決されたとの記事が掲載されている。この証明には法律上の効

果はなく、同性婚とは別の制度である。条例の趣旨に反する行為があ

れば、区が是正を勧告した上で事業者名を公表する規定がある（甲 B

１７３）。 

④  2015 年 10 月 28 日の記事では、世田谷区が「パートナーシップ宣

誓書」の受付を開始することが掲載されている。もっとも、渋谷区の

条例とは異なり要綱に基づくため、不動産業者や病院への強制力はな

い（甲 B１７４）。 

⑤  2015 年 12 月 1 日の記事では、兵庫県宝塚市が、同性カップルをパ

ートナーと認める制度を翌年 6 月に開始することを発表したと掲載
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されている。実施されれば、同様の制度としては全国 3 例目となる。

世田谷区と同様、「要綱」として定める方法である（甲 B１７５）。 

⑥  2015 年 12 月 2 日の記事では、兵庫県宝塚市が、当該新制度導入と

併せて市役所や学校などで取り組む様々な支援策を公表し、さらに、

宝塚市長が「国は同性婚を認める法律をつくってほしい」と述べ、「市

が取り組む同性カップルのパートナー認定制度が国会での議論につ

ながることを期待した」との内容が掲載されている。同記事内では、

「市長は会見で、広告代理店・電通の全国調査（４月、対象約 7 万人）

で 7.6%が LGBT という結果が出たことを紹介。「これまで存在しな

い人間として生きざるを得なかった、という当事者の声が胸に刺さっ

た。悩みをかかえた子どもにも寄り添いたい。欠かせない制度だ」と

訴えた。」と掲載されている（甲 B１７６）。 

⑦  2017 年 7 月 1 日の記事では、岐阜県関市の職員互助会が、同性の

パートナーがいる職員に結婚祝い金や弔慰金の支給ができるように

規約を改正したと掲載されている。同記事によると、同様の取り組み

は一部の企業や東京都世田谷区などではあるが、岐阜県内の自治体で

は例がないとのことである（甲 B１７７）。 

⑧  2017 年 9 月 9 日の記事では、同性カップルを公的にパートナーと

認める「パートナーシップ宣誓制度」を導入している三重県伊賀市に

おいて、市職員らでつくる共済会が、宣誓した市職員に対して結婚祝

い金などを給付する制度を始めたことが掲載されている（甲 B１７

８）。  

⑨  2018 年 1 月 12 日の記事では、ゲイやトランスジェンダーであるこ

とを公表している性的少数者（LGBT）の地方議員による議員連盟に

ついて、その結成を呼びかけた中心メンバーである都内の区議たちに

よる座談会が掲載されている（甲 B１７９）。 
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⑩  2019 年 1 月 29 日の記事では、千葉市が、LGBT などの性的少数者

や事実婚のカップルを夫婦と同じような関係のパートナーと公認す

る「パートナーシップ宣誓制度」を始め、証明書の交付式を市役所で

開いたことが掲載されている（甲 B１８０）。 

⑪  2019 年 6 月 18 日の記事では、香川県三豊市が、同性のカップルを

法律上の婚姻関係に準じた間柄と認める「パートナーシップ制度」に

ついて今年度中に県内初として導入する予定であることが掲載され

ている（甲 B１８１）。 

⑫  2019 年 7 月 6 日の記事では、北九州市が性的少数者（LGBT）ら

のカップルを公的に認めるため導入したパートナーシップ宣誓制度

で、30 代のカップルに宣誓書受領証が初めて交付されたことが掲載

されている「「制度が全国に広がり、同性婚が認められる社会になっ

てほしい」と話す。」と記載されている（甲 B１８２）。 

⑬  2019 年 7 月 12 日の記事では、浜松市が同性愛者ら性的少数者

（LGBT）のカップルを行政として証明する「浜松パートナーシップ

宣誓制度」（仮称）の創設に向けて動き出したことが掲載されている

（甲 B１８３）。 

⑭  2020 年 2 月 13 日の記事では「パートナーシップ制度 34 自治体導

入 課題も」という見出しで、「パートナーシップ制度」が全国の自

治体で広がっているが、自治体の証明は民法や戸籍法上の「婚姻」と

認めるものではなく法律上夫婦に保障する権利を持つことができな

い、との指摘が掲載されている。同性カップルに認められないことの

例として、法定相続（民法）、子どもの共同親権（同）、健康保険の被

扶養者（健康保険法）、所得税の配偶者控除・扶養控除（所得税法）、

相続税の配偶者控除（相続税法）、労災時の遺族補償給付（労働者災
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害補償保険法）、遺族年金（国民年金法、厚生年金保険法）、遺族給付

金（犯罪被害者支援法）が挙げられている（甲 B１８４）。 

⑮  2020 年 9 月 2 日の記事では、LGBT などの性的少数者のカップル

を公的に認める「パートナーシップ宣誓制度」が京都市で始まったこ

とが掲載されている（甲 B１８５）。 

⑯  2020 年 9 月 24 日の記事では、長岡京市議会が、同性婚の法制化の

議論を進め、早期に結論を示すよう国に求める意見書を可決したこと

が掲載されている（甲 B１８６）。 

⑰  2020 年 11 月 20 日の記事では、「「私たちに結婚の自由はない」パ

ートナー制度 5 年 四国の今」という見出しで、香川県三豊市が初め

て導入した「パートナーシップ宣誓制度」を利用するカップルが初め

て二人の関係が公的に認められたこと、同制度は性的少数者のカップ

ル関係を自治体が独自に証明するもので婚姻制度のような法的効力

はなく、財産の相続権や子どもの共同親権などは認められていないこ

と掲載され、「いまだに私たちに結婚の自由はない。差別は解消され

ていない」として、二人が同性婚の法制化を求める訴訟を大阪地裁に

起こしていることが掲載されている（甲 B１８７）。 

⑱  2021 年 4 月 3 日の記事では、姫路市で 2021 年度中にパートナー

シップ制度を創設する予定であるため、それを前にパートナーシップ

勉強会を開催し、制度の流れや他市の状況・内容を確認することが掲

載されている（甲 B１８８）。 

⑲  2021 年 4 月 24 日の記事では、性的少数者のカップル関係を公的に

認める松本市の「パートナーシップ制度」の適用第 1 号が誕生したこ

とが掲載されている（甲 B１８９）。 

⑳  2021 年 11 月 19 日の記事では、青森県が、同性カップルを公認す

る「同性パートナーシップ宣誓」の制度の導入に向け検討を進めてい
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ることを明らかにしたことが掲載されている。都道府県単位で実現す

れば、東北地方では初めてとなる。これによると、同様の制度は自治

体に広がり、国会で同性婚やパートナーシップに関する議論が進まな

い中、自治体が独自の取り組みで補完しているとの指摘が掲載されて

いる（甲 B１９０）。 

㉑ 2022 年 10 月 15 日の記事では、栃木県が 9 月から性的少数者カッ

プルに公的証明書を発行する「パートナーシップ宣誓制度」を導入し

たことが掲載されている（甲 B１９１）。 

 ㉒ 2023 年 2 月 10 日の記事では、蒲島郁夫知事が定例の記者会見に

て、同性婚について「個人の思いを尊重する方に私は考えている」と

述べ、同性婚を認めるべきだとの考えか問われ「個人の自由を強制し

ないということが大事だと思いますので、認めることと同じこと」と

語ったことが掲載されている（甲 B１９２）。 

 ㉓ 2023 年 4 月 29 日の記事では、盛岡市が性自認や性的指向の多様

性を認め、同性・異性にかかわらずカップルとして結婚に相当する関

係を尊重するパートナーシップ制度を導入することが掲載されてい

る（甲 B１９３）。 

㉔ 2023 年 6 月 1 日の記事では、世田谷区が、公的に認められた同性

カップルについて、災害対応などに携わって死亡したパートナーを遺

族補償の対象に含める制度を新設すると発表したことが掲載されて

いる。区では、同性パートナーが対象外になっている制度の補完を進

めている（甲 B１９４）。 

 ㉕ 2023 年 9 月 20 日の記事では、LGBTQ などの性的少数者のカッ

プルを公的に認める「パートナーシップ宣誓制度」について、滋賀県

知事は定例会見で、2024 年度中の導入に向けた検討を始めると表明

したことが掲載されている（甲 B１９５）。 
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㉖ 2023 年 10 月 18 日の記事では、新潟県において、性的少数者のカ

ップルを自治体が公的に認めるパートナーシップ制度の導入につい

て、県民の 66.2%が必要性を認めていることが県の意識調査で明ら

かになり、この結果を踏まえて県は今後の対応を検討するとのことが

掲載されている（甲 B１９６）。 

㉗ 2024 年 1 月 4 日の記事では、福島県伊達市で、県内初のパートナ

ーシップ制度が始まること掲載されている（甲 B１９７）。 

㉘ 2024 年 3 月 6 日の記事では、奈良県が性的少数者のカップル関係

を公的に認めるパートナーシップ制度を導入することが掲載されて

いる（甲 B１９８）。 

㉙ 2024 年 4 月 2 日の記事では、性的少数者のカップルなどの関係を

公的に認める「パートナーシップ宣誓制度」を今年度、山口市が導入

し、第 1 号カップルが宣誓書を市役所に提出したこと、山口県では 3

月 19 日にパートナーシップ宣誓制度の要綱を公布し、施行は 9 月 1

日からであることが掲載されている（甲 B１９９）。 

イ 国政・選挙関係について 

①  2016 年 6 月 18 日の記事では、自民党が、同性婚などには否定的な

姿勢は従来と変わらないとしつつ、「法の下の平等」を定めた憲法 14

条に照らし、性的少数者への差別が禁止されているとする見解を初め

て示したこと、自民党政務調査会などが、党内の啓発用に問答集とパ

ンフレットを作ったとの内容が掲載されている（甲 B２００）。 

②  2016 年 7 月 5 日の記事では、2016 年の参議院議員選挙に関し、各

党の公約に性的少数者（LGBT）の支援策が盛り込まれたこと、初め

て選挙権を手にした 18 歳の女子大生が、同性愛の当事者として選挙

戦に注目し「「差別禁止法や民法改正で同性婚が認められたらうれし
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いけれど、いまの自分にとっては、学校や職場で認められる社会にな

ってほしい」と願う。」と掲載されている（甲 B２０１）。 

③  2019 年 6 月 4 日に記事では、立憲民主、共産、社民の野党 3 党が、

同性婚を法律上認める民法改正案（婚姻平等法案）を衆院に共同提出

したと掲載されている（甲 B２０２）。 

④  2019 年 7 月 14 日の記事では、「ジェンダー争点 異変の衆院選」

「同性婚・夫婦別姓 各党公約に」との見出しで、これまで選挙で争

点になりにくかった同性婚や選択的夫婦別姓などジェンダーに関わ

る問題が、多くの政党で公約に盛り込まれ論戦でも話題になっている

ことが掲載されている（甲 B２０３）。 

⑤  2021 年 2 月 26 日の記事では「同性婚の法制化「憲法禁止せず」衆

院法制局」との見出しで、衆院予算委員会の分科会にて、同性婚の法

制化をめぐる質問があり衆院法制局が「憲法は同性婚を法制化するこ

とを禁止はしていない、すなわち認めているとの許容説は十分に成り

立ちうる」と述べたことが記載されている。なお、内閣法制局は、「同

性婚を認めることは想定されていない。想定されていないので、検討

したことはない」と従来の政府答弁をなぞり、憲法上禁止されている

かどうかは明言しなかったと記載されている（甲 B２０４）。 

⑥  2021 年 3 月 25 日の記事では、公明党が「同性婚検討ワーキングチ

ーム(WT)」を立ち上げ初会合を開いたことが掲載されている。同性婚

を認めない民法や戸籍法の規定が憲法に違反するとした札幌地裁判

決について衆院法制局などからヒアリングをしたとのことである（甲

B２０５）。 

⑦  2021 年 3 月 26 日の記事では、「同性婚求め緊急集会 最多の与野

党 39 人 自民も」との見出しで、同性婚を認めていない民法などの



 

68 

 

規定は違憲と判断した札幌地裁判決を受け、同性婚の実現を求める緊

急の集会が国会内で開かれたことが掲載されている（甲 B２０６）。 

⑧  2021 年 5 月 3 日の記事では、「最高裁長官「より身近な司法に」」

との見出しで、大谷直人・最高裁長官が憲法記念日を前に会見を開き、

夫婦別姓や同性婚を認めるよう求める裁判が相次いでいることにつ

いて、一般論としつつ「裁判官は新たな社会的問題について広い視野

で判断することが求められる」と語ったことが掲載されている（甲 B

２０７）。 

⑨  2023 年 2 月 10 日の記事では、婚姻は「両性の合意のみに基づく」

とする憲法 24 条について、公明党の北側一雄副代表は記者会見で、

「同性婚を排除するような規定ではない」と述べたこと、「『のみ』と

いうところに意味がある。合意に基づいて『のみ』、要するに他者か

ら強制されて婚姻というのは成立するわけではありませんよという

趣旨で理解をしている」と説明したことが掲載されている（甲 B２０

８）。 

⑩  2023 年 3 月 7 日の記事では、立憲民主党が同性婚を法律で認める

ための民法改正案を衆院に提出したと掲載されている。改正案は、現

行の民法に「異性又は同性の当事者」間で婚姻が成立すると明記する

のが特徴であり、これに伴い、婚姻に関する条文で「夫婦」の文言を

「婚姻の当事者」などに改めるとしている（甲 B２０９）。 

⑪  2023 年 5 月 7 日の記事では、「選択的夫婦別姓・同性婚「賛成」自

民支持の多数派占める」との見出しで、自民党支持層で夫婦別姓や同

性婚に賛成する意見が多数派を占めていることが朝日新聞社と東京

大学の谷口将紀研究室が 2～4 月に実施した共同調査で明らかになっ

たと掲載されている。すなわち、同性婚についての調査でいうと、「男

性同士、女性同士の結婚を認めるべきだ」との質問に対し、自民党支
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持層でも賛成派（賛成及びどちらかといえば賛成）40%が、反対派 24%

を上回っている。なお、回答者全体では、賛成派 50%、中立 31%、反

対派 19%であった。これに対し、22 年参院選を前にした候補者を対

象に実施した調査では、同性婚について、自民の賛成派は 14%にとど

まり、反対派が 30%にのぼった（甲 B２１０）。 

ウ 外交関係について 

①  2012 年 1 月 19 日の記事では、「同性婚を公表する大阪・神戸ア

メリカ総領事 パトリック・Ｊ・リネハンさん（58）」という見出し

で、総領事館のホームページで同性婚を公表している同氏が、日経

ブラジル 3 世のエマーソン・カネグスケさん（39）をハズバンドと

呼び、昨年（2011 年）9 月の赴任時、日本政府が彼に「外交官の配

偶者」としてビザを出したこと、「夫」は歴代総領事夫人が務める名

誉職に就き、夫人同伴を請う招待状の多くも彼の名になっているこ

とが掲載されている（甲 B２１１）。 

②  2017 年 11 月 25 日の記事では、宮内庁の宮中行事の際、過去、

夫婦で招かれる園遊会などに大使の同性パートナーが参加した実績

はなく、外務省でも大使などの同性パートナーは「配偶者」とは認

めず、夫婦で招かれる天皇誕生日の祝賀レセプションなど、外務省

主催行事で招待状を送っていないことが掲載されている。もっとも、

異性パートナーの場合は法律婚をしていなくても配偶者として接遇

しており、フランスのオランド大領領が 2013 年に来日した際は、

事実婚の女性パートナーが大統領とともに国賓とされ、宮中晩餐会

に出席した。外務省の担当者は当時の経緯は分からないとしつつ「日

本では異性間の事実婚は法的保護を受けている。同性パートナーと

同列ではない」と話した、と掲載されている（甲 B２１２）。 
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③  しかし、2017 年 11 月 28 日の記事では、河野太郎外相が衆院予

算委員会で、12 月の天皇誕生日の祝賀レセプションの招待者や外務

省が招く賓客について、「法律婚・事実婚あるいは同性、異性にかか

わらず、配偶者またはパートナーとして接遇するよう指示した」と

明らかにしたとの内容が掲載されている（甲 B２１３）。同年 12 月

28 日の記事でも、外務省は 12 月 22 日に開いた「天皇誕生日祝賀

レセプション」に、駐日外交公館幹部の同性パートナーを初めて招

待したことが掲載されている（甲 B２１４）。 

エ LGBT をめぐる国内の動き 

①  2015 年 5 月 26 日の記事では、LGBT についての概略的な説明が

掲載されており、LGBT をめぐる国内の動きの一部として、以下の

点が掲載されている（甲 B２１５）。すなわち、1994 年に同性愛者

への差別の撤廃を訴える日本初のパレードが東京で開催されたこと、

2004 年には性同一性障害特例法が施行され戸籍の性別変更が可能

となったこと、2015 年には東京都渋谷区が同性カップルを結婚に準

じる関係と認める全国初の条例を施行したこと、同年、文部科学省

が性的少数者の児童生徒への配慮を求める初の通知を発したこと

（自認する性別の制服や体操着の着用を認める、職員トイレ・多目

的トイレの利用を認める、宿泊行事で一人部屋の使用を認めたり、

入浴時間をずらしたりすること）である。 

オ 海外での動向等 

①  検索結果で一番古いものとして 1999 年 12 月 21 日の朝日新聞の

夕刊にて、「『同性婚、男女婚と権利イコール』 米で最高裁判決」

との見出しで、アメリカ東部バーモント州の州最高裁で言い渡され

た判決が掲載されている。以降も、アメリカ各地で行われている同

性婚訴訟や判決の内容が記事として掲載されている。アメリカのみ
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ならず、他の国の同性婚に関する訴訟や判決、立法等の報道もなさ

れている（甲 B２１６）。 

②  2017 年 5 月 25 日の記事では、台湾で憲法解釈を担う司法院大法

官会議で、同性婚を認めていない現行の民法は「憲法が規定する婚

姻の自由や平等権に違反する」との違憲判断を示したこと、2 年以

内に法改正を図るよう促していること、政府側は、早急に対応する

意向を表明したことが掲載されている（甲 B２１７）。2019 年 5 月

18 日の記事では、アジア初となる同性婚を認める特別法が台湾の立

法院（国会に相当）で可決されたことが掲載されている（甲 B２１

８）。 

③  2023 年 2 月 24 日の記事では、同性婚を法律で認めることについ

て岸田文雄首相が「家族間や価値観、社会が変わってしまう課題だ」

と述べたことに対し、10 年前に同性婚を法制化したニュージーラン

ド（NZ）の社会は「変わらなかった」と、当時の国会議員が述べた

こと等が次のように掲載されている。世界では、2001 年のオランダ

を皮切りに 33 の国・地域で同性婚が認められており、NZ では 13

年、アジア太平洋の国としては初めて認められた。当時の地元紙氏

の世論調査によると、反対の声も根強く、48%にものぼっており、

13 年 4 月の法案採決時も賛成 77、反対 44 であった。当時賛成票を

投じた元議員のモーリス・ウィリアムソン氏も選挙区の有権者から

反発を受けたが、「同性愛についてもっとも重要なことは、それが自

然であるということだ」と述べ、10 年前の議会でも「この法案によ

って私たちがしようとしていることは、愛し合う 2 人の人間が結婚

という形で認められるようにすることです」「この瞬間、この法案に

反対している人たちに対しては、こう約束します。明日も太陽は昇

ります」と述べた。日本の世論は、10 年前の NZ よりも同性婚に賛
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成する声が大きく、朝日新聞の世論調査では 72%、共同通信の調査

でも 64%が賛成している。ウィリアムソン氏は「同性婚の法制化が

混乱を引き起こすことはない。家族に影響を与えることはないし、

マンションのローンを払えなくなることも、食べ物を買えなくなる

こともない。誰も傷つかない」と指摘する（甲 B２１９）。 

カ 企業や経済界での動きについて 

①  2012 年 9 月 24 日の記事では、性的少数者（LGBT）の学生の就

職活動に関して、日本企業に比べ外資系企業は採用に積極的である

こと、日本 IBM は昨年（2011 年）から日本で結婚が認められてい

ない同性婚のカップルも結婚祝い金の支給対象にしたこと、グーグ

ルは同性のパートナーでも扶養家族と同様の福利厚生サービスを受

けられるようにしていることなどが掲載されている（甲 B２２０）。 

②  2013 年 4 月 7 日の記事では、女性同士による結婚式が東京ディ

ズニーリゾートで初めて行われたことが掲載されている（甲 B２２

１）。 

③  2013 年 9 月 7 日の記事では、熊本市のウェディングプランナー

が同性カップルのための挙式サービスを始めたことが掲載されてい

る（甲 B２２２）。 

④  2014 年 11 月 3 日の記事では、同性カップルによる同性婚式を受

け入れるホテルや式場などが増えてきていることが掲載されている

（甲 B２２３）。 

⑤  2015 年 1 月 15 日の記事では、自然派化粧品を販売する「ラッシ

ュジャパン」が、性的少数者「LGBT」の支援の一環として、社員が

同性を配偶者として届け出られる人事制度を採り入れることが掲載

されている。同社は、正社員が同性を配偶者としての届け出があっ
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た場合、異性のカップルと同じように結婚祝い金の支給をしたり、

慶弔休暇を取れるようにしている（甲 B２２４）。 

⑥  2016 年 2 月 19 日の記事では、「同性婚対応 動く企業 パナソ

ニック規則改め容認へ」という見出しで、パナソニックが同性のパ

ートナーも結婚を同じように認める方針を明らかにしたことが掲載

されている。同社は就業規則の「配偶者」や「結婚」の定義を変え、

運用対象の拡大を考えるもので、同性パートナーも慶弔休暇や介護

の制度を使えるようにする。また、日本 IBM は「同性パートナー登

録制度」を開始し、同居で家計が同一などの条件を満たしたパート

ナーを登録し、慶弔金などを受け取れるように、オークローンマー

ケティングでは慶弔規程を変更し、同性パートナーでも結婚休暇な

どをとれるように、NTT ドコモでは生計をともにする同じ住所のパ

ートナーに家族割引などを適用し、レナウンでは自治体の証明書が

あれば結婚や介護の制度を同性のパートナーに適用することが記載

されている（甲 B２２５）。 

⑦  2016 年 7 月 23 日の記事では、IT 大手の楽天が、自社グループ会

社が営む 5 つのサービスで性的少数者に配慮した取り組みを新たに

始めると発表したことが掲載されている。社内規程も改め、9 月か

ら同性パートナーも配偶者と認めて見舞金など福利厚生の対象にす

る。新たな対応として、同性パートナーに家族カードを発行可能に

すること（楽天カード）、同性パートナーを死亡保険金の受取人に指

定可能とすること（楽天生命保険）、結婚式場紹介サイトで同性婚歓

迎の式場情報を提供すること（楽天）などである（甲 B２２６）。 

⑧  2021 年 4 月 6 日の記事では、京都信用金庫が、同性婚や事実婚

のパートナーを「配偶者」として、共同名義で住宅ローンを借りら

れるようにすると発表したことが掲載されている（甲 B２２７）。 
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⑨  2021 年 8 月 6 日の記事では、「同性カップルも二人で一緒に 住

宅ローン 金融機関で広がる」との見出しで、同性カップルが夫婦

と同じように 2 人で一緒に申し込める住宅ローンが増えていること

を紹介している。りそな銀行は、同性のカップルが互いに連帯保証

人になってそれぞれがお金を借りる「ペアローン」や、1 人が契約

者、もう 1 人が連帯保証人となって収入を合算して審査を受けるロ

ーンの扱いを始めた。地域金融機関の間でも、地元の自治体の「パ

ートナーシップ制度」の導入などの動きに合わせて同様のローンを

取り扱う動きが広がっている（京都信用金庫、広島銀行、北陸銀行

など）（甲 B２２８）。 

⑩  2023 年 6 月 16 日の記事では、経済同友会の代表幹事が定例記者

会見で、同性婚を認めることに賛成するとしたうえで、社会制度の

在り方を同友会で議論していく考えを明らかにしたことが掲載され

ている（甲 B２２９）。 

⑪  2023 年 6 月 20 日の記事では、創刊 30 周年を迎えた結婚情報誌

「ゼクシィ」（リクルート社）では、2012 年頃から同性カップルの

ウェディング事例を紹介するようになり、以降も多様な「結婚」を

後押ししてきたことが掲載されている（甲 B２３０）。 

キ 教科書の記載について 

①  2017 年 4 月 22 日の記事では、2017 年度から使われている高校家

庭科の教科書で「LGBT」は初登場したこと、教科書検定に合格し 18

年度から使われる教科書にはさらに、高校の政治・経済、世界史、倫

理、英語の計 5 点で LGBT など性的少数者に関する記述が掲載され

たことが紹介されている（甲 B２３１）。 

②  2023 年 1 月 30 日の記事では、文部科学省が 12 年ぶりに改訂した

教員向けて手引「生徒指導提要」に、性的マイノリティーの子どもへ
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の対応が初めて盛り込まれたことが掲載されている。改訂版では、

「性に関する課題」と題した章に、「『性的マイノリティ』に関する課

題と対応」という項目を立てている。性同一性障害特例法について説

明し、LGBT という用語を説明するなかで「同性愛者」や「両性愛

者」にも言及し、LGBT の 4 分類の他にも「多様な性的指向・性自

認を持つ人々が存在します」としており、さらに「いまだに偏見や差

別が起きている」との現状認識を示し、そのうえで当事者が性的指向

や性自認を隠しておきたい場合があることも踏まえ、子どもが相談

しやすい環境を整えるよう求めている（甲 B２３２）。 

ク 読者（当事者）からの投書 

2005 年 1 月 22 日の記事では、「結婚願う思い、同性愛者にも（声）

【大阪】」という見出しで、同性愛者である看護学生（19 歳）が同性愛者

でも結婚を認めるべきであるとの意見を述べている。米国では同性婚につ

いての関心も高く、大統領選挙でも争点となっていることも言及されてい

る（甲 B２３３）。以降の記事でも、同性婚を認めてほしいとの読者の意

見は多数みられる。 

⑵ 日経テレコン 

日経各紙(日本経済新聞朝夕刊、日経産業新聞、日経 MJ(流通新聞)、日

経金融新聞など)の記事が検索できるものである。掲載記事の一部は以下の

とおりである。 

① 2023 年 9 月 4 日の記事では、「同性婚に企業が賛同、結婚休暇や祝い

金を適用 税など壁」という見出しで、同性婚に賛同を表明する企業が

増えていることが紹介されている。PwC ジャパングループは、同性パー

トナーを持つ社員にも結婚休暇や祝い金を付与するほか、LGBT などへ

の理解を深めるため当事者による講演会や勉強会を開催する。ソニーグ

ループは全社員を対象に e ラーニング研修で LGBT などの性的少数者
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に関する基礎知識を説明し、LGBT などの活動家を招くセミナーも開い

ている。福利厚生制度では、同性パートナーを持つ社員にも結婚祝い金

や弔慰金を支給する。同性パートナーを帯同して転勤する際には、引っ

越し費用や借り上げ社宅の補助に関し、配偶者に適用される制度を用い

る。KDDI は社員の同性パートナーも社内制度上の配偶者に含め、結婚

祝金や配偶者同行休職、単身赴任手当や住宅手当などを付与している。

20 年からは同性パートナーとの子を家族として扱う「ファミリーシップ

申請」を開始し、育児休職や子の看護休暇、出産祝い金などの適用対象

としている。 

一方、同記事では、同性婚が認められていない日本では企業が対応で

きることに限界もあることが指摘されている。企業が用意する休暇や手

当は社内規則の変更などで対応できるが、税金や社会保障など国の制度

に関係するものには同性婚が認められていないことで制約が出てくる。

女性の同性カップルにおいて、知人から精子提供を受けて子を出産した

場合（なお、親権があるのは片方のみとなる）、勤務先の制度で育休を取

得できるが、しかし、育児休業給付金は雇用保険から支給され、法律婚

か事実婚の異性カップルでないと受け取れない。結婚ができないと法定

相続人になれないなど、人生の様々な場面で不利益に直面する（甲 B２

３４）。 

③  2023 年 12 月 26 日の記事では、株式会社電通のプレスリリース

が掲載されている。「電通、事実婚・同性パートナーを配偶者とす

る人事制度を拡大」という見出しで、株式会社電通が、事実婚・同

性婚パートナーを配偶者とする人事制度を拡大すること、これによ

り、各種手当・赴任・保険・慶弔金について、事実婚・同性婚パー

トナーをもつ従業員には、配偶者と同等の制度が適用されるとの内

容である。電通では、2019 年に事実婚・同性婚パートナーを配偶
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者とする人事施策を導入し、結婚休暇や服喪休暇などの休暇施策、

育児・介護休業、勤務時間に関する制度を改定したが、今回は、災

害補償、配偶者の転勤・転職に伴う退職及び再雇用、海外勤務、国

内赴任、社宅、総合福祉団体定期保険、慶弔金に対象を拡大した

（甲 B２３５）。 

２ 法律系の書籍における「同性婚」の言及 

⑴ ＯＰＡＣによる調査 

  ＯＰＡＣとは、Online Public Access Catalog の略であり、一般的には

オンライン目録といわれ、コンピュータの端末機を利用して、著者名・書

名・分類・件名・出版者名・出版年等から図書の検索ができる目録である。 

東北大学ＯＰＡＣでは、「同性婚」による文献検索で、３５件がヒットし

た。最新のものでは、「結婚の自由をすべての人に」訴訟全国弁護団連絡会

著の『同性婚法制化のためのＱ＆Ａ』（岩波書店、初版、２０２４年２月）

や千葉勝美著の『同性婚と司法』（岩波書店、初版、２０２４年２月）など

がヒットする。また、東京大学ＯＰＡＣでは、「同性婚」による文献検索で

４６件がヒットし、多くの書籍等が出版されていることが分かる。 

⑵ 「リーガルライブラリー」を用いた調査 

法律書籍等検索サイトである「リーガルライブラリー」（以下「ライブラ

ー」という。）において、「本文」による検索で検索ワード「同性婚」を入

力すると１１６件がヒットし、雑誌を除く９７件の書籍で「同性婚」への

言及が認められた。ライブラリーは、法律家のためのリーガルリサーチシ

ステムであり、法律書籍や官公庁の資料、パブリックコメントなど総計２

０００件以上の文献を収録している。ライブラリーは、「本文」と「書籍名」

の２つから文献の検索が可能である。「本文」による検索は、文献中に記載

されている文言を探す検索方法である。そのため、ライブラリーで検索し
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た際の検索ワードが文献内に記載されていれれば、検索結果で当該検索ワ

ードが記載された文献がヒットして閲覧することができる。 

 

第１３ 諸外国の動向 

１ 同性間の婚姻を可能とした国・地域が増加し続けていること 

⑴ 本件家事審判申立書では、同性婚を可能とする国・地域は２０２４（令

和６）年１月１日時点で３６か国に及んでいることを述べたが、その後も

同性婚を認めた国が増加している。 

⑵ ２０２４年２月、ギリシャで同性間の婚姻を認める法案が可決された。

保守的なキリスト教正教会が大きな影響力を持つ国で初めて同性婚が認め

られた点が非常に注目される（甲 B２３６）。 

⑶ また、タイでは、２０２４年 3 月に下院で、６月に上院で同性婚を認

める法案を賛成多数で可決した。同性カップルに男女の夫婦と同等の法

的権利を認める内容で「結婚平等法」と呼ばれる。ワチラロンコン国王

の同意を経て今秋にも発効するとみられ、台湾、ネパールに続きアジア

で３例目、東南アジアで初となる見通しである（甲 B２３７）。 

⑷ このように同性間の婚姻に係る法制度導入の流れについては止まると

ころなく続いており、同性婚を可能とする国・地域は、２０２４年６月

時点で、３７か国（タイを含めると３８か国）に及んでいる。 

２ 欧州諸国の登録パートナーシップ制度の発展と現状 

⑴ １９８９年、同性カップルを法的に保護するための法制度として、デン

マークで初めて登録パートナーシップ制度が導入され、その後、同様の制

度（各国によって呼称や具体的な制度内容は異なるが、以下では総称して

「登録パートナーシップ制度」という。）がヨーロッパ諸国を中心に広が

り、ノルウェー（１９９３年）、 アイスランド（１９９６年）、オランダ

（１９９８年）、ドイツ（２００１年）、フィンランド（同年）、ルクセン



 

79 

 

ブルク（２００４年）、ニュージーランド（同年）、イギリス（２００４－

２００５年）、オーストリア （２００９年）、アイルランド（２０１１

年）、イタリア（２０１６年）等において導入された。 

⑵ 多くの国の登録パートナーシップ制度は、同性カップルのみを対象とし

ているが、異性カップルをも対象とするものもある（オランダ、ニュージ

ーランド等）。登録パートナーシップ制度の法的効果は、公的機関への登

録を経たカップルに対して婚姻から生じる法的効果の一部または全部を付

与する点で共通するものの、その内容は国ごとに大きく異なっている。婚

姻とほとんど同じ法的効果を認める国もあれば、社会保障に関する権利、

税制上の優遇措置、養子制度、関係の解消方法などで婚姻と異なる制度を

導入している国もある（甲 B２３８・３２頁、甲 B２３９・１１頁の表参

照）。 

⑶ しかし、登録パートナーシップ制度と婚姻との間の差異は、訴訟やこれ

を受けた法改正が重ねられたこと等により、次第に解消され、登録パート

ナーシップ制度の内容は婚姻に近似していって、複数の国において、最終

的にいわゆる同性婚が導入され、法律婚制度の対象が法律上同性のカップ

ルにも拡大されるに至っている。法律婚制度の対象拡大に際して従前の登

録パートナーシップ制度の廃止あるいは新規登録の停止をした国がほとん

どであるが、オランダやイギリスなどのように、法律上同性のカップルだ

けでなく、法律上異性のカップルも利用可能な制度として現在も存続して

いる国も存在する（甲 B３４、甲 B２４０）。  

⑷ また、登録パートナーシップ制度ほどには強力な法的効果を望まないカ

ップルに関して、一定の同棲関係に対して主に財産法上の法的効果を与え

る法定同棲と呼ばれる制度を設けている国（ベルギー、スウェーデン）

や、当事者の契約によって権利及び義務を設定し公的機関に登録すること

で第三者や国に対してカップルであることを対抗することができるように
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なる市民連帯協約（ＰＡＣＳ）の制度を設けている国（フランス）もある

が、これらの制度は、婚姻制度と併存するものであり、異性カップルであ

るか同性カップルであるかを問わず利用することができる。このような制

度を設ける国においては、婚姻制度についても、ベルギーでは２００３年

に、スウェーデンでは２００９年に、フランスでは２０１３年にその対象

が法律上同性カップルにも拡大されている（甲 B３４・２８－２９頁）。 

⑸  このように、登録パートナーシップ制度等を導入したほとんどの国々

では、①カップルを法的に保護するための制度を法律婚制度のみとし、

法律上同性か異性かにかかわらずその利用を認めるか、②法律婚制度の

ほかに、登録パートナーシップ制度、法定同棲、PACS など複数の制度

を併存させるが、法律上の性別に関係なく、いずれかの制度を当事者の

意思により選択できるか、のいずれかに収斂している（甲 B３４・２７

－２９頁）。 

⑹  つまり、欧州諸国における登録パートナーシップ制度の歴史を見る

と、異性カップルに対してのみ法律婚制度を利用可能とし、同性カップ

ルに対して登録パートナーシップ制度等を用意しているから足りると判

断した国は見当らなくなったということである。日本においても一部の

地方自治体が登録パートナーシップ制度等を設けているが、それでは憲

法１３条・２４条、１４条の要請を満たすことはできないというべきな

のである。 

３ 英米における動向 

⑴  アメリカ合衆国 

 アメリカでは、２０１５年６月２６日、連邦最高裁によって、いわゆ

る Obergefell 判決（Obergefell v. Hodges, 576 U.S. 644 (2015)）が出さ

れた。ケネディ裁判官執筆の法廷意見は、同性婚を禁止する州法や他の

州で同性婚を認めた法律の効力を否定する州法について、これらは合衆
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国憲法修正１４条に定めるデュー・プロセス条項と平等保護条項とに違

反しており、同性婚を「婚姻」として容認すべきである判断した。その

骨子は、以下の通りである（甲 B３２、甲 B１００） 

法廷意見は、「婚姻は人間の最も基本的な欲求から生じるもので、我々

の最も深遠な希望と願望の実現に必要不可欠なものである」として婚姻の

重要性を強調した上で、婚姻の歴史は継続性と変化の両面を有するとす

る。そして、長きにわたって婚姻の権利が憲法上保障されると判断してき

た連邦最高裁判例は、異性間の関係を前提としていたことは否定できない

が、婚姻の権利を定義する中で、婚姻の本質を見出してきたとする。この

婚姻の本質は、以下の「４つの原則と伝統」（principles and traditions）

から成るとする。 

 

①  婚姻に関する選択権は、個人の尊厳に関わる自律性に由来するもの

で、婚姻の本質は、二人の人間が永続的な絆を結んで共に相手の自

由を理解し自律することである。 

②  婚姻の権利は、二人の結び付きにとってかけがえのない重要性を有

するものであり、永続的な人格的絆の要素となるものである。 

③  婚姻の権利は、子どもや家族にとってのセーフガードになる側面を

有しており、この点から子どもの養育する権利、生殖の権利、教育

の権利が引き出される（もっとも、子どもをもうけることは婚姻の

条件ではないと付言している。）。 

④ 婚姻の権利は、社会秩序の要であり、州法によって重要な地位を付

与されている。 
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これらの４つの原則と伝統は、いずれも同性カップルにも等しく適用され

るものであり、婚姻を異性カップルに限定することが「婚姻する基本的権利

の中核的意義に反することは今や明白である」とする。 

これに加えて、「同性カップルの婚姻する権利」は、合衆国憲法修正１４

条の法の平等保護の保障にも由来するとした。「デュー・プロセス条項と平

等保護条項は独立した原則として規定されているものの、深く関連してい

る」とし、両条項のダイナミックな相互作用は同性婚にも当てはまり、「平

等保護条項は、デュー・プロセス条項と同様に、婚姻する基本的権利に対す

る正当化事由のない侵害を禁じている」とする。 

以上より、「婚姻する権利は個人の自由に内在する基本的権利であり、合

衆国憲法修正１４条のデュー・プロセス条項及び平等保護条項に基づき、同

性カップルはそのような権利と自由を奪われてはならない」とし、問題とな

っている州法は、異性カップルと同一条件の婚姻から同性カップルを排除す

る限度において、違憲・無効であると判断した。 

ケネディ裁判官執筆の法廷意見は、最後に次のような文章で締めくくられ

ている。「結婚ほど深遠な結び付きは存在しない。それは、愛、忠誠、献

身、自己犠牲そして家族の至高の理念を体現しているのだから。同性婚を訴

える申立人の望みは、文明の最も古い制度から締め出されて、孤独の内に生

きるべしという宣言をされないことである。憲法は、彼らに同性婚の権利を

付与しているのだ」。 

   この締めくくりの一文が述べるところや、婚姻の本質を構成する「４つの

原則と伝統」は、アメリカ連邦最高裁の法廷意見ではあるものの、国籍を問

わず全ての人間に当てはまる普遍性を有しているとみるべきであって、本件

家事審判の判断においても十分に吟味されるべき内容を含んでいる。 

⑵ イギリス 
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   イギリスでは、２００４年にシビルパートナーシップ制度（以下、この項

目において「CP 制度」という。）が創設されたが、利用対象者は当初、同

性カップルに限定されていた。CP 制度では、相続権をも含む婚姻と同等の

法的権利及び義務が付与されるが、不貞行為等の性的関係に関する規律が存

在しないことや婚姻に要求される儀式を伴わないことなど相違点もある。 

その後、イギリスでは、２０１３年１月に婚姻を同性間に拡げる法案が国

会に提出され、同年７月に２０１３年同性婚法が成立した（２０１４年３月

２９日施行）。国会における法律において同性婚を実現したところに特徴が

ある。 

さらに、イギリスでは、他国とは異なり CP 制度を残したまま同性婚が制

度化されたため、同性カップルには CP か婚姻かの選択肢があるのに対し

て、異性カップルには婚姻のみという新たな不平等が生じた。これに対し

て、非婚の異性カップルが、CP 制度が異性間に適用されないことは欧州人

権条約８条の「家族生活」に関わるものであって１４条の差別禁止規定に反

するとして提訴した（Steinfeld 訴訟）。連合王国最高裁判所は２０１８年６

月２７日の判決において、同性婚の制度化の時に同性間 CP を廃止せず異性

間に CP を拡げなかったことで差別が生じたとして原告らの主張を認め、２

００４年シビルパートナーシップ法の規定が欧州人権条約に不適合であると

して、１９９８年人権法に基づき不適合宣言を発出した。この差別を撤廃し

不平等を是正するために異性間 CP 制度導入の立法がなされ、２０１９年１

２月より、イギリスでは異性カップルか同性カップルかを問わず CP か婚姻

かという２つの制度から選択ができるようになった（以上について、甲 B３

４・２９－３１頁、甲 B２４１）。 

イギリスの例から CP 制度のような婚姻類似制度を同性カップルにのみ認

めた場合には、異性カップルに認められる婚姻との不平等が問題となるとと
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もに、CP 制度を利用できる同性カップルと利用できない異性カップルとの

不平等が問題となり得ることが示される。 

 

第１４ 国連・国際人権法の動向 

１ 憲法と国際人権法 

日本国憲法は「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを

誠実に遵守することを必要とする。」と規定しており（憲法 98 条 2 項）、国

際人権法を参照することを許容するだけではなく、要請していると考えられ

る。国際人権法が、法律による具体化等の必要なしに裁判規範として直接適

用可能か否かについては諸説あるが、日本国憲法においては国会の承認を得

て締結される条約は公布（憲法 7 条 1 号）によって国内的効力を生ずるの

であり、少なくとも国際人権法に国内的効力が認められる以上、裁判所は、

国際人権法に照らして国内法令の司法審査をするという条約適合性審査が可

能である（第 2 次選択的夫婦別姓訴訟（最大決令和 3 年 6 月 23 日）の宮

崎・宇賀反対意見参照）（甲 B２４２）。そして、憲法解釈においても、憲法

解釈に複数の可能性がある場合に、可能な限り、国際人権条約に適合的なも

のを選択するという意味での、憲法の条約適合的解釈を憲法 98 条 2 項は要

請していると解する。さらに、憲法よりも国際人権条約の保障の方が広かっ

たり、詳細である場合には、国際人権条約の規定の内容を、解釈を通じて憲

法の内容に取り込むことも考えられる（甲 B２４３）。 

また、裁判所が国際人権法ないし条約機関の勧告（総括所見や一般的意見

等）を適用する方法としては、これらを立法事実として考慮するという方法

もある。例えば、国籍法違憲訴訟判決（最大判平成 20 年 6 月 4 日）の法廷

意見は、「国際的な社会的環境等の変化」を表すものとして、自由権規約及

び児童の権利に関する条約に児童が出生によっていかなる差別も受けないと

する趣旨の規定が存することに言及している。また、婚外子法定相続分違憲
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訴訟決定（最大決平成 25 年 9 月 4 日）は、民法 900 条 4 項の合理性に関連

する種々の事柄の変遷の一つとして、自由権規約及び児童の権利に関する条

約、さらに自由権規約委員会の総括所見を援用し、「子にとっては自ら選択

ないし修正する余地のない事柄を理由としてその子に不利益を及ぼすことは

許されず、子を個人として尊重し、その権利を保障すべきであるという考え

が確立されてきている」ということを導いている。上記の第 2 次選択的夫

婦別姓訴訟（最大決令和 3 年 6 月 23 日）の宮崎・宇賀反対意見も、２０１

５年の夫婦別姓訴訟判決（最大判平成 27 年 12 月 16 日）以降の「事情の変

化」を考慮する判断材料として、女子差別撤廃委員会の度重なる日本政府へ

の勧告（総括所見）を用いて、立法裁量を限界づけ、憲法 24 条違反を導き

出している。 

   以下では、国際人権法の動向について論じ、憲法１３条、２４条が同性カ

ップルにも婚姻の自由を保障していると解釈することや民法上の婚姻に同性

カップルの婚姻が含まれると解釈することが国際人権法に適合的な解釈であ

ること、また、そう解釈すべきことを基礎づける国際人権法ないし条約機関

の勧告等の立法事実が存することを論じる。 

２ 性的指向に基づく差別の禁止 

国際人権法において、成文化された規範である世界人権宣言(1948 年）や市

民的及び政治的権利に関する国際規約（以下、「自由権規約」という。）、経済

的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（以下、「社会権規約」という。）

（いずれも 1966 年）、その他の各種人権条約に性的指向(sexual orientation) 

という文言は存在しない。 

しかし、人権条約上の司法機関として設置されているヨーロッパ人権裁判所

や米州人権裁判所、アフリカ人権裁判所といった国際裁判所及び準司法機関と

して各条約の履行監視を任務とする条約機関の豊富な実践のもと、条約上に文

言として存在しないものの、性的指向に基づく差別は、国際人権法上禁止され
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るとの解釈が確立している。性的指向に基づく差別は、人種や出自、皮膚の色

などに基づく差別に等しく、権利の制約を正当化するには、その目的や手段に

ついて、厳格な立証が求められる（甲 B２４４）。 

３ 家族生活の尊重を受ける権利 

  また、同性間のバートナー関係が直接的に援用し得る権利として、家族生活

の尊重をうける権利がある（自由権規約 17 条、ヨーロッパ人権条約 8 条

等）。典型的な自由権的性格から導き出される国による不介入の義務（消極的

義務）とともに、家族としての平穏な生活が営めない場合、国は立法・行政・

司法その他の適切な措置を通じて実効的に保障するための措置を講じなければ

ならない（積極的義務）。 

  同性間のバートナー関係も、家族生活の尊重を受ける権利にいうところの

「家族」に該当するという解釈に、現在、ほとんど異論はない。問題はこの権

利を実現するための国の積極的義務であるが、例えば、2015 年にヨーロッバ

人権裁判所はオリアリほか対イタリア事件判決において、同性間のパートナー

関係が制度的保障の対象となっていない現状は、家族生活の尊重を受ける利益

（ヨーロッパ人権条約 8 条）を侵害しているとの判断を示した。同裁判所

は、個別法による保障や裁判による解決は安定的に同性カップルに保護を与え

るものではなく、同性カップルは法制度による保障をうける利益を有している

こと、また、本件で争われている権利が個人の存在やアイデンティティの側面

をもつ中核的な権利であることなどから、国レベルの法制度が構築されていな

い当時のイタリア法の現状を、自由権規約 17 条に相当するヨーロッパ人権条

約 8 条に違反すると認定した（甲 B２４４・甲 B２４５、１４３－１４８

頁）。 

４ 婚姻する権利 

  世界人権宣言や主たる人権条約には「婚姻する権利」も規定されている（世

界人権宣言１６条、自由権規約２３条、ヨーロッパ人権条約１２条等）。これ
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らの規定は、人種や民族身分などにより婚姻が制限され、婚姻関係の中でも性

別による不平等があった反省のもとに、婚姻そのものも人権の 1 つに位置づ

けられたという経緯による。しかし、婚姻する権利については、享有主体の主

語が「すべての人」や「何人も」ではなく、「男女」となっており、国に課さ

れた義務として規定を解釈する場合、この限定的な文言を無視することはでき

ない。国際人権法は、これまで法制度の選択について国家裁量を広く捉える傾

向にあったものの、近年では、法制度は最終的に婚姻の性別制限の撤廃に向か

うべきとの解釈も有力に主張されている。 

  例えば、2017 年にコスタリカの諮問に対する勧告的意見の中で、米州人権

裁判所は、婚姻の性別制限の撤廃を条約上の義務と位置づけた。各国の事情に

応じて別制度の構築という選択も許容しつつ、それはあくまで過渡的なものと

して最終的に性別制限の撤廃へと進むべきとの解釈である（甲 B２４４）。こ

のように、国際人権法上、同性カップルの法制度の構築にはある程度の裁量の

余地が国家に認められるとしても、登録パートナーシップ制度等の婚姻類似の

制度を設けることは原則として差別にあたり、あくまで過渡的に必要な限度に

おいて正当化されうるにすぎない。既存の法制度、すなわち婚姻を同性カップ

ルに認めることこそ、国際人権法により国家に課せられた積極的義務の履行の

ために簡潔かつ効果的な選択である。米州人権裁判所の勧告的意見は、同性カ

ップルに関する法制度の構築のあり方について、国際人権法の解釈からこのよ

うに制限を科している。 

５ 日本の義務履行に関する勧告等 

 条約機関の勧告（総括所見や一般的意見等）については、一般に法的拘束力

がないとも言われるが、その条約の専門家で構成される条約機関の勧告は国内

の人権状況改善への重要指針であるから、締約国はそれを誠実に遵守し、条約

機関の条約解釈と乖離がある場合にはそれを埋める努力が求められる。国際人

権条約を締結したした以上、条約機関の意見・見解に可能な限り顧慮すること



 

88 

 

が、憲法９８条２項の「日本国が締結した条約……を誠実に遵守すること」に

適うと考えられる（甲⑧甲 B２４２）。 

日本は、同性間のバートナー関係に関する人権保障上の国の義務履行につい

て、これまで様々な改善勧告を受けている（以下、甲 B２４５・３４２－３５

８頁）。 

 

⑴ 自由権規約委員会 

   2008 年、自由権規約委員会が採択した総括所見において、初めて性的マ

イノリティに直接的に言及する勧告が日本に対して行われた（甲 B２４６・

甲 B２４７）。 

 

２９．委員会は、レズビアン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダ

ー（性 転換）の雇用、住宅供給、社会保障、健康、教育、その他法により

定められた分野（例えば公営住宅法第２３条１項が婚姻または婚姻関係にな

い異性のカップルのみを対象としているため、婚姻していない同性カップル

が公営住宅を借りられない例や、配偶者暴力防止法が同性のパートナーによ

る暴力からの保護 を排除している例にあるように）における差別に懸念を

有する。（第２条１及び第２６条）  

締約国は、規約第２６条に関する委員会の解釈に則り、差別を禁止する事

由に 性的指向が含まれるように法律を改正することを検討し、未婚の異性

の同棲カップルと同性の同棲カップルが平等に扱われることを確保すべきで

ある。 

 

ここでは、差別が禁止される事由として性的指向を法律に明記すること、事

実婚の異性間のパートナー関係と同性間のパートナー関係を等しく処遇するこ

との２つの勧告が含まれている。 
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また、2014 年、自由権規約員会は、あらためて次のような総括所見を公表

した（甲 B２４８、甲 B２４９）。 

 

１１．委員会は，レズビアン，ゲイ，バイセクシャル，トランスジェンダ

ーの人々に係る社会的嫌がらせ及び非難についての報告，及び自治体によっ

て運営される住宅制度から同性カップルを排除する差別規定についての報告

を懸念する（第２条及び第２６条）。  

締約国は，性的指向及び性別認識を含む，あらゆる理由に基づく差別を禁

止する包括的な反差別法を採択し，差別の被害者に，実効的かつ適切な救済

を与えるべきである。締約国は，レズビアン，ゲイ，バイセクシャル，トラ

ンスジェンダーの人々に対する固定観念及び偏見と闘うための啓発活動を強

化し，レズ ビアン，ゲイ，バイセクシャル，トランスジェンダーの人々に

対する嫌がらせの申立てを捜査し，またこうした固定観念，偏見及び嫌がら

せを防止するための適切な措置をとるべきである。締約国はまた，自治体レ

ベルで，公営住宅制度において同性カップルに対し適用される入居要件に関

して残っている制限を除去すべきである。 

 

  2014 年の総括所見は、2008 年の総括所見の勧告が達成できていないため、

より具体的に規定され、性的指向や性自認にとどまらず、包括的な反差別法の

採択、効果的な救済や啓発活動、具体的な事案処理など、幅広い視点での対応

を求めている（これに対応して、第 7 回国家報告（2020 年）が作成されてい

る）。 

  2022 年、自由権規約委員会は、第 7 回国家報告（2020 年）に対して、申立

書３７頁でも言及した次のような総括所見を公表した（甲 B３５、甲 B３

６）。 
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   10. 委員会は、性的指向及び性自認に基づく差別と闘い、平等な取扱いに

関する啓発をするために締約国が採った措置に留意する。しかしながら、委

員会は、性的指向及び性自認に基づく差別を明示的に禁止する法律が存在し

ないことに懸念を抱いている。さらに、レズビアン、ゲイ、バイセクシュア

ル及びトラ ンスジェンダーの人々が、特に公営住宅、戸籍上の性別の変

更、法律婚へのアクセス及び矯正施設での処遇において差別的な扱いに直面

していることを示す報告に懸念を抱いている（第 2 条及び第 26 条）。 

   11. 委員会の前回の勧告に従って、締約国は以下のことを行うべきであ

る。  

(a) レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル及びトランスジェンダーの

人々に対する固定観念及び偏見と闘うための啓発活動を強化すること。 

   (b) 同性カップルが、公営住宅へのアクセス及び同性婚を含む、規約に

定められている全ての権利を、締約国の全領域で享受できるようにする

こと。 

    (c) 生殖器又は生殖能力の剥奪及び婚姻していないことを含む、性別変

更を法的に認めるための正当な理由を欠く要件の撤廃を検討するこ

と。 

    (d) トランスジェンダーの被収容者に対する標準的な取扱いとして独 

居拘禁が使用されないようにするため、2015 年のトランスジェンダー

の被拘禁者の取扱いに関するガイドラインとその実施を見直すことを

含め、矯正施設におけるレズビアン、ゲイ、バイセクシュアル及びト

ランスジェンダーの被収容者に対する公正な取扱いを確保するための

必要な措置を講じること。 

 

この勧告 11（b）のうち、公営住宅については、上記 2008 年の勧告から

続く勧告内容であるが、同性婚への言及はこの勧告が初めてである。自由権
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規約の履行監視機関がこのような勧告を採択した意味は大きく、この勧告を

踏まえて、憲法１３条・２４条の婚姻の自由や民法上の婚姻について解釈す

る必要がある。 

⑵ 社会権規約委員会 

   社会権規約委員会は、2013 年、第 3 次国家報告書（2009 年）に対する総

括所見において、次のような懸念を表明している（甲 B２５０・甲 B２５

１）。 

 

10． 委員会は、締約国が法改正を行う際、本規約の下の義務の遵守を確

保しようと努力しているものの、規約の権利に関する限りにおいて、女

性、非嫡出子及び同性のカップルに対する差別的規定が締約国の法制度に

存在し続けていることに懸念をもって留意する（第２条２）。  

委員会は締約国に対して、これらの人々を本規約の権利の行使及び享受

に関連して直接的又は間接的に差別をしないことを確保するため、関連す

る法律を包括的に検討し、必要な場合には、改正することを要求する。 

 

社会権規約２条２項は、「この規約の締約国は、この規約に規定する権利

が人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的若し

くは社会的出身、財産、出生又は他の地位によるいかなる差別もなしに行使

されることを保障することを約束する」と規定するが、社会権規約委員会は

この規定には性的指向と性自認が含まれると解釈している。上記勧告におけ

る「同性のカップルに対する差別的規定」とは、同性間でパートナー関係に

ある人々が人権享有主体として想定されておらず、法律婚のみならず事実婚

の状態からも排除されている現状を指しており、裁判所は上記勧告も踏まえ

た判断をすべきである。 

⑶ 女性差別撤廃委員会 
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   女性差別撤廃委員会は、2016 年、日本に対する総括所見で初めて性的マ

イノリティに関する次のような勧告をしている（甲 B２５２・甲 B２５

３）。 

 

   46．委員会は、アイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人の女

性などの先住民族や民族的マイノリティの女性とともに障害のある女性、

LBT の女性及び移民女性といったその他の女性が複合的かつ交差的な形

態の差別を引き続き経験しているとの報告を懸念する。委員会は特に、こ

うした女性たちの健康、教育、雇用へのアクセスが引き続き限られている

ことを懸念する。 

   47．委員会は、締約国がアイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝

鮮人の女性などの先住民族や民族的マイノリティの女性とともに障害のあ

る女性、LBT の女性及び移民女性が経験している、健康、教育、雇用へ

のアクセス及び公的活動への参画とともに健康・教育サービスや職場での

経験においても影響を与える、複合的かつ交差的な形態の差別を解消する

ための努力を積極的に行うことを要請する。 

 

  女性差別撤廃条約は「女性（Women）」に対するあらゆる形態の差別の撤廃

に関する条約であることから「LBT の女性」が対象となっているものの、や

はりここでも同性間のバートナー関係に関する人権保障を含めた差別の解消が

求められている。 

⑷ 児童の権利委員会 

2019 年、児童の権利委員会は、性的マイノリティについて次のような勧

告を公表した（甲 B２５４、甲 B２５５）。 
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 17. 委員会は，嫡出でない子に同一の相続分を認めた「民法の一部を改正す

る法律」の改正（2013 年），本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消

に向けた取組の推進に関する法律の採択（2016 年），及び対話の際に挙げら

れた意識啓発活動に留意する。委員会はまた，強姦罪の構成要件を見直し，

男子にも保護を与えた刑法の改正（2017 年）も歓迎する。しかしながら，

委員会は以下を依然として懸念する。  

(a) 包括的な反差別法が存在しないこと。 

 (b) 嫡出でない子の非嫡出性に関する戸籍法の差別的規定（特に出生届に関

するもの）が部分的に維持されていること。  

(c) 周縁化された様々な集団に属する児童に対する社会的差別が根強く残っ

ていること。 

  18. 委員会は，締約国に対して以下を要請する。 

  (a) 包括的差別禁止法を制定すること。  

(b) 嫡出でない子の地位に関するものを含め，根拠にかかわらず，児童を差

別する全ての規定を廃止すること。  

(c) アイヌを含む民族的少数者の児童，被差別部落出身の児童，韓国・朝鮮

人（Korean）等の日本国籍以外の児童，移住労働者の児童，LGBTI の児

童，婚外子並びに障害児に対する実質的な差別を減らし，防止するために，

意識啓発プログラム，キャンペーン及び人権教育を含む措置を強化するこ

と。 

 

  ここでは、周縁化された集団の一つの例として性的マイノリティの子どもた

ちが明記され、実質的な差別を解消・防止するよう求められている。 

⑸ 国連人権理事会・普遍的定期審査 

   2006 年に国連人権理事会の発足とともに開始された「UPR（普遍的・定

期的レビュー）」制度は、国連加盟国同士の相互審査（ピア・レビュー）を
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通じて、人権状況の底上げを図るための制度である。日本は、第 1 巡審査

（2008 年）では１か国から、第 2 巡審査（2012 年）では５か国から性的マ

イノリティ関連の勧告を受けていた。2017 年の第 3 巡審査では、性的マイ

ノリティに対する勧告が 13 か国から出され、スイスとカナダから次のよう

に同性間のパートナー関係に関する法制度化の勧告を受けた（甲 B２５６・

甲 B２５７）。 

  

161.71. 性的指向に基づく差別の撤廃に関する前向きな進展を継続し、国

レベルで同性婚を承認すること。（スイス） 

   161.73. 同性婚の公式な承認を国レベルに拡大するなど、地方自治体及び 

民間企業が性的指向及び性自認に基づく差別を撤廃するための努力を促進

すること。 （カナダ） 

 

 さらに、2023 年の第 4 巡審査ではアメリカ、アルゼンチン、メキシコ等

9 か国から同性間のパートナー関係に関する法制度化の勧告を受けている。

これらの勧告は、他国から日本に対する期待の表明といえ、この勧告を踏ま

えて判断することが求められる（甲 B２４５）。 

 

以 上 


